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1.６版 
 

令和 4 年６月 

事業再構築補助金事務局 

 
 

 

【注】本手引きは、必要に応じて改訂されることがありますので、最新のものを本事業のポータルサ

イトでご確認ください。 

 
【個人情報保護方針】 

申請書等にご記入いただいたお名前、役職名等の個人情報は、「令和二年度三次補正中小企業等事業再構築促進補
助金」の事業実施のために使用いたします。 

 



 

- 2 - 

【必ずご覧ください～今回の事業実施にあたり、特に留意が必要な事項～】            

 

本手引きは、補助事業採択後から事業完了までの各種手続や準備しなければならない資料等につい

て解説したものです。本手引きを通じ、適正に補助事業を実施くださいますようお願い申し上げま

す。 

一般的に、補助金の経理処理は、通常の商取引や商慣習とは異なる場合もありますのでご注意くだ

さい。 

 採択されたことをもって応募時に計上している経費がすべて補助対象として認められるわけではご

ざいません。交付審査時に公募要領に記載のある補助対象経費区分に該当しない経費を計上されてい

ると判断された場合は、当該経費については補助対象外となりますので、予めよくご確認の上申請し

てください。 

また、個別の経費等について事前のお問い合わせにはお答えいたしかねますので、ご了承くださ

い。 

 

1．各種届及び各種申請・承認の手続きについて 

本補助金の各種申請及び承認の手続きについては、主にＪグランツを使用して行います。Ｊグラン

ツの入力方法については、Ｊグランツ入力ガイドをご覧ください。 

Ｊグランツを使用した各種書類の申請及び承認については、下記の手続きを予定しております（変

更する場合は、本事業のポータルサイトにてお知らせいたします）。また、Ｊグランツ入力ガイドに

ついては、順次、更新していくこととしております。最新の情報をご確認ください。 

（１）交付申請書 

（２）交付決定通知書 

（３）補助事業計画変更（等）承認申請書（補助事業中止（廃止）、補助事業承継含む） 

（４）計画変更（等）承認通知書 

（５）事故等報告書 

（６）状況報告書 

（７）補助金概算払請求書 

（８）担保権設定承認申請書 

（９）補助事業実績報告書 

（１０）補助金額確定通知書 

（１１）補助金精算払請求書 

（１２）財産処分承認申請書 

（１３）事業化状況・知的財産権報告書 

（１４）採択辞退届出書 

（１５）社名等変更届出書 

 

なお、Ｊグランツを使用して申請した手続きについては、補助金交付規程で定める様式を提出した

こととし、書類での様式の提出の必要はありません。 

 

2．補助金交付申請する際の提出書類について 

（１）必須書類（全ての補助事業者） 

①交付申請書別紙１ 

②（法人の場合）履歴事項全部証明書・（個人事業主の場合）確定申告書 

・履歴事項全部証明書（交付申請書提出日より過去３ヶ月以内に発行された（最新の情報が記載

されている）ものかつすべてのページが必要です。） 

※ ただし、応募申請時に必要資料として、交付申請書提出日より過去３ヶ月以内に発行されたも

のを提出した補助事業者は不要です。 

・直近の確定申告書（第１表） 

※ ただし、応募申請時に直近の確定申告書等を提出した補助事業者は不要です。 

③（法人の場合）決算書・（個人事業主の場合）青色申告書／白色申告書（収支内訳書） 

・決算書（直近の確定したもの） 

※ ただし、応募申請時に直近の決算書等を提出した補助事業者は不要です。 
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・青色申告書・・損益計算書の記載のあるページ 

・白色申告書・・収支内訳書 

※ ただし、応募申請時に直近の青色申告書／白色申告書（収支内訳書）を提出した補助事業者は

不要です。 

④見積依頼書及び見積書 

採択後、交付申請手続きの際には、本事業における物件等の発注（外注）先（海外企業から

の調達を行う場合も含む）の選定にあたっては、経済性の観点から、可能な範囲において相見積

書を取り、相見積書の中で最低価格を提示したものを選定（一般の競争等）してください。契約

（発注）１件あたりの見積額の合計が５０万円（税抜き）以上になる場合は、同一条件による相

見積書を取ることが必要となります。 

相見積書を取れない場合、又は、最低価格を提示したものを選定していない場合には、その

選定理由を明らかにした理由書（「業者選定理由書」＜参考様式７＞）と価格の妥当性を示す書

類を提出してください。 

市場価格とかい離している場合は認められません。したがって、申請の準備段階にて予め複数

者から見積書を取得いただくと、採択後、速やかに補助事業を開始いただけます。 

※ 経費科目にかかわらず「見積提出のお願い（見積依頼書）」＜参考様式６＞において物件等

の仕様を確認できる書面を提示し、入手価格の妥当性を証明できるよう必ず見積書を取って

ください。 

※ 計上する全ての補助対象経費の見積書の提出が必要となります。 

※ 契約（発注）１件あたりの見積額の合計が５０万円（税抜き）未満は 1 者の見積書を取って

ください。 

※ 契約（発注）１件あたりの見積額の合計が５０万円（税抜き）以上の建物費、機械装置・シ

ステム構築費を計上する場合、2 者以上の相見積書を取ってください。 

※ 専門家経費については、公募要領記載の謝礼単価に準じない場合は、依頼内容に応じた価格

の妥当性を証明する複数の見積書が必要となります。 

※ 交付申請日に有効な見積書の提出が必要となります。（事前着手の承認を得ている事業者

は、令和３年 2 月１５日以降有効であることが必要です。） 

※ 中古品を購入する場合、型式や年式が記載されており、性能が同程度であると確認できる中

古品の 3 者以上の相見積書が必要となります。（業者選定理由書は不可です。） 

※ 事前着手の承認を得ている事業者の方も見積依頼書、見積書及び相見積書の提出は必要で

す。 

※ 見積書が外国語の場合は、和訳も必要となります。 

⑤建物費、機械装置・システム構築費の追加書類 

※ 建物費を計上する補助事業者は相見積書とともに設計書等を提出してください。 

（建物の改修の場合は見取図を提出してください。） 

※ 機械装置・システム構築費を申請する場合、価格の妥当性を証明するパンフレットなどを提

出してください。 

※ 機械装置を海外購入する場合は、換算に用いたレート表（公表仲値）を提出してください。 

  ⑥参考様式２１取得財産に係る誓約書 

（２）該当事業者のみ必須書類 

①交付申請書別紙２ 

※ 技術導入費、専門家経費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経費を計上

する場合は提出が必要です。 

②海外旅費の詳細 

※ 上記の経費を計上した補助事業者は、海外渡航計画書＜参考様式１２＞を提出願います。 

③事前着手承認のお知らせメールデータ 

※ 令和３年１０月２７日までに申請した場合は、事前着手承認通知の受信日時の確認できるメ

ールデータの提出が必要です。 

  ※ 令和３年１０月２８日以降に申請した場合は、作成日が確認できる通知文書の提出が必要で

す。 

④補助対象経費により取得（改修）する建物に係る宣誓・同意書＜参考様式２０－２＞ 

※ 建物費を計上している補助事業者は、提出が必要です。 
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※ 第 3 回以降の採択事業者は、交付申請書別紙１を電子申請システムよりダウンロードされた

際に、交付申請書別紙１に含まれておりますので、提出必要事業者は、必ず必要箇所に入力

の上、提出してください。

※ 第 3 回以前の採択事業者については、別途事務局からメール等でご案内をしております。提

出方法等については、本事業のポータルサイト等もあわせてご確認ください。

⑤別途採択発表時に事務局より提出の指示を依頼した書類等

3．建物費について 

  建物の建設・改修等については、以下の事項にご留意ください。 

（１）工事業者等に進捗状況を確認するなど、補助事業実施期間の範囲で事業を実施してください。 

なお、事前着手承認を得た補助事業者は、令和 3 年２月１５日以降の経費を補助対象とするこ

とができます。 

（２）工事業者等からは必ず見積書、相見積書、注文書及び注文請書・工事請負契約書等を受領して 

ください。 

（３）万一、補助事業完了期限までに工事が完了しない等の事情が判明した場合は、速やかに事務局

までご連絡ください。 

（４）事業再構築補助金では、補助事業により整備した施設等の財産に対して、根抵当権の設定を行

うことは認められません。建物の建設予定地に根抵当権が設定され「追加担保差入条項」が設

定されている場合には、補助事業により新築、改修等を行う建物に対して新たに根抵当権が設

定されることとなり、補助事業として遵守いただくべき事項に違反が生じます。 

このため、補助事業の遂行にあたっては、権利者である金融機関等により建物部分に係る根抵 

当権を設定する義務の免除についての同意を得ていただく必要があります。（「補助対象経費

より取得する建物に係る宣誓・同意書」＜参考様式２０－２＞を交付申請時にご提出くださ

い。）第 3 回採択事業者以降の補助事業者は、交付申請書別紙１に、参考様式としてシート追 

加されております。 

（５）（４）の宣誓・同意書の同意事項に該当する場合には、実績報告時に「報告書：根抵当権設定

義務の免除について」＜参考様式２０－１＞をご提出いただきます。 

※ 財産処分の制限期間中は、上記（４）と（５）の事項の対応が必要となります。

４．機械装置・システム等の納入時期について 

発注する機械装置・システム等の納入の際は、以下の事項にご留意ください。 

（１）メーカー等に進捗状況を確認するなど、補助事業実施期間の範囲で事業を実施してください。 

（２）メーカーからは必ず見積書・受注書・契約書等を受領してください。 

（３）万一、補助事業完了期限までに納入が完了しない等の事情が判明した場合は、速やかに事務局

までご連絡ください。 

【お問合せ先】 

○ 交付申請等に関する不明点は、事業再構築補助金事務局コールセンターまでお問合せくださ

い。

問い合わせが集中した場合には、回答に時間を要する場合がありますので、ご了承ください。

＜事業再構築補助金事務局コールセンター＞ 

受 付 時 間：９：００～１８：００（日・祝日を除く） 

電 話 番 号：＜ナビダイヤル＞０５７０－０１２－０８８ 

＜IP電話用＞  ０３－４２１６－４０８０ 

※ 補助金交付にあたって、実施する事業内容や経費等に関して確認を行うため、事務局より連

絡をさせていただく場合があります。

また、交付決定にあたって必要な添付書類等に不足・不備がある場合は、追加・修正等を依

頼することがあります。 
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○ 上記のコールセンター及び事務局の職員が不適切な対応を行った場合や、申請支援者とのトラ

ブルについて通報いただく場合、本補助金の不正利用や要件違反に関する内部告発等は、以下の

窓口までご連絡ください。なお、公益通報者は公益通報者保護法に基づき適切に保護されます。 

＜トラブル通報窓口＞  

    受 付 時 間：９：００～１８：００（土日祝日を除く） 

    電 話 番 号：０３－６８１０－０１６２ 

 

◇ お問い合わせは、原則として交付申請予定者又は補助事業実施者からお願いいたします。トラ

ブルの原因となり得ますので、外部支援者等からのお問い合わせには対応できかねます。 

なお、ご質問に対しては、原則として書面形式での回答は行いませんので、あらかじめご承知お

き願います。  
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～補助事業者のみなさまへ～                             

令和二年度第三次補正中小企業等事業再構築補助金（以下「本事業」という）は、以下の法律や規

程のもとに運営されております。 

 

・「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」（昭和３０年法律第１７９号。以下「適正 

化法」という。） 

・「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令」（昭和３０年政令第２５５号） 

・独立行政法人中小企業基盤整備機構法（平成１４年法律第１４７号） 

・「令和二年度第三次補正中小企業等事業再構築促進補助金交付規程」（以下「交付規程」とい

う） など 

 

補助事業者のみなさまが事業を適正に遂行されますよう、これら規程等を補助事業者用に編集し、

「手引き」としてまとめました。 

経理担当者及び補助事業従事担当者の方は、「手引き」を熟読された上で補助事業を実施いただく

ようお願いいたします。 

 

本事業は、経済産業省で定めた「中小企業等事業再構築促進補助金交付要綱」第９条に基づき、独

立行政法人中小企業基盤整備機構（以下「中小機構」という。）が基金の造成を行い、事業再構築の

支援を行うものです。 

補助事業終了後、会計検査院による会計実地検査が実施されることがあります。検査の際に違反行

為や不適切な経費使途等が明らかになった場合には、加算金を付した上、補助金の返還等の措置がな

されるとともに、不正を行った補助事業者名が公表される場合があります。さらに、悪質性が認めら

れた事案については、違法行為として告訴される場合もあります。 

 

補助事業者におかれましては、ルールを遵守していただき、特に、次の４点に留意してください。 

 

① 事業計画に沿った補助事業の遂行 

② 補助事業計画変更の際の事務局への早期の相談 

（機械装置等の変更、補助事業実施場所の変更等） 

③ 補助対象設備、証拠書類（伝票等）の適切な管理 

④ 申請書、報告書類等の迅速な提出 

 

また、補助事業終了後も、補助事業により取得した財産管理や毎年の事業化状況等報告など、必要

な手続きがあります。その他、事業の遂行状況、データの把握、成果調査や、事例集の作成等を依頼

する場合がありますので、ご協力いただきますよう、お願いいたします。 
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補助事業者の義務 
本事業の交付決定を受けた補助事業者は、以下の条件を守らなければなりません。 

（１）補助事業実施期間中 

①補助事業者情報の変更 

  補助事業実施期間中に、法人、会社住所（本店所在地）、代表者、法人組織の変更等が発生 

 した場合は、届出を出さなければなりません。常に事務局には、最新の補助事業者情報が報告 

されていなければなりません。 

②計画変更等 

交付決定を受けた後、本事業の経費の配分若しくは内容を変更（５０万円以上の建物、機械

装置等の変更を含む）しようとする場合又は本事業を中止、廃止若しくは他に承継させようと

する場合には、事前に事務局の承認を得なければなりません。承認が得られていない経費につ

いては、補助事業終了後の確定検査において補助対象経費の対象外となります。なお、本事業

では、応募申請時の事業計画内容の審査を経て採択事業者を決定するものであり、成果目標、

事業の主旨・目的等が変更される計画変更は認められません。（例：特段の理由なく、建物の

建設場所を変更することで商圏が変更になる場合等） 

③担保権の設定 

補助事業により建設した施設等の財産に対し、抵当権などの担保権を設定する場合は、事前

に事務局の承認を得なければなりません。 

④状況報告書 

補助事業者は、本事業の遂行及び収支の状況について、事務局から要求があったときは、速

やかに状況報告書を作成し、事務局に提出しなければなりません。 

⑤補助事業実績報告書 

補助事業を完了したときは、その日から起算して３０日を経過した日又は補助事業実施期間

終了日のいずれか早い日までに補助事業実績報告書を提出しなければなりません。 

⑥実地検査 

本事業の進捗状況等の確認のため、事務局が実地検査に入ることがあります。この検査の結

果、補助金交付額の減額等の指示がなされた場合は、必ず、これに従わなければなりません。 

 

（２）補助事業実施期間中及び補助事業終了後 

①補助事業者情報の変更 

  補助事業実施期間中及び補助事業終了後に、法人、会社住所（本店所在地）、代表者、法人 

組織の変更等が発生した場合は、届出を出さなければなりません。常に事務局には、最新の補

助事業者情報が報告されていなければなりません。 

②実地検査 

補助事業終了後にも、補助金を活用して建設した建物、機械装置等が事業計画で示された目

的どおりに活用されているか等の確認を目的として、会計検査院や事務局が実地検査に入る場

合があります。この検査の結果、補助金の返還命令等の指示がなされた場合は、必ず、これに

従わなければなりません。 

③事業化状況・知的財産権報告 

補助事業の完了の日の属する年度（補助事業者の決算年度。以下同じ。）の終了後を初回と

して、以降５年間（合計６回）、１年間の事業化の状況や付加価値額の増加状況等について、

事業化状況・知的財産権報告書により報告するとともに、本事業に関係する調査に協力をしな

ければなりません。 
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（３）補助事業終了後（補助事業の完了の日の属する年度（補助事業者の決算年度。以下同じ。） 

から 5 年間） 

① 書類・取得財産等の管理 

本事業に係る経理について、その収支の事実を明確にした証拠書類を整理し、補助事業終了

後５年間保存しなければなりません。（事業計画期間が３年又は４年の場合であっても、証拠

書類は５年間の保存が必要です。） 

また、取得財産を財産ごとに見た場合、５０万円（税抜き）以上の建物、機械装置等の財産

又は効用の増加した財産（処分制限財産）は、原則として処分制限期間が終了するまで管理し

なければなりません。 

（注）処分制限期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５

号）を準用します。 

②財産処分 

処分制限財産を処分制限期間内に処分（①補助金の交付の目的に反する使用、譲渡、交換、

貸付け、②担保に供する処分、廃棄等）しようとするときは、事前に事務局の承認を受けなけ

ればなりません。 

財産処分を行う場合、残存簿価相当額又は時価（譲渡額）により、処分に係る補助金額を限

度に返納しなければなりません。 

③収益納付 

事業化状況等報告の内容から、本事業の成果の事業化又は知的財産権の譲渡又は実施権設定

及びその他当該事業の実施結果の他への供与により収益が得られたと認められる場合には、受

領した補助金の額を上限として、収益納付をしなければなりません。事業化状況等報告の該当

年度の決算が赤字の場合は免除されます。 

④成果目標未達の場合の補助金返還 

卒業枠、グローバルＶ字回復枠及び大規模賃金引上枠の補助事業者が事業計画終了時点にお 

いて、予見できない大きな事業環境の変化に直面するなどの正当な理由なく、以下のいずれか

に該当すると認められる場合には、通常枠の（従業員規模毎の）補助上限額との差額分につい

て補助金の返還を求めます。 

・卒業枠の補助事業者が、中小企業者等の定義から外れ、中堅・大企業等に成長することがで 

きなかったとき 

・グローバルＶ字回復枠の補助事業者が、付加価値額の増加率の年平均又は従業員一人当た 

りの付加価値額の増加率の年平均が 5.0％に達しなかったとき 

  ・大規模賃金引上枠の事業者が、事業計画終了時点を含む決算年度までの間、事業場内最低賃 

金を年額４５円以上の水準で引上げることが達成できなかったとき、及び事業計画終了時点を含 

む決算年度までの間、常勤従業員数の増加率を年平均 1.5%以上（初年度（補助事業終了  

年度）は 1.0%以上）にすることが達成できなかったとき 

⑤補助事業者情報の変更 

  補助事業終了後に、法人、会社住所（本店所在地）、代表者、法人組織の変更等が発生した 

場合は、届出を出さなければなりません。常に事務局には、最新の補助事業者情報が報告され

ていなければなりません。 

※ 事務局からの重要なご連絡が、届かないという事象が発生している為、メールアドレスの  

 変更等も必ず報告してください。 

⑥中止（廃止）の届出 

  補助事業終了後に事業計画を中止し、または廃止しようとするときは事前に事務局に届出を

出さなければなりません。 

 

 

その他 
（１）代表となる補助事業者が、複数の補助事業者の取り組みを束ねて、一つの事業計画として申請

を行い、採択された補助事業者が、交付申請をする場合（以下「代表申請」という。）は、す



 

- 10 - 

べての連携先補助事業者の交付申請書の提出後、内容確認を開始いたしますので、代表となる

補助事業者及び連携先事業者は、他補助事業者との連携を図り、交付申請をしてください。 

（２）交付申請書提出の際、消費税及び地方消費税額等仕入控除税額を減額して記載しなければなり

ません。 

※ 補助事業者が課税事業者（免税事業者及び簡易課税事業者以外）の場合、本事業に係る課

税仕入に伴い、消費税及び地方消費税の還付金が発生することになるため、この還付と補助

金交付が重複しないよう、課税仕入の際の消費税及び地方消費税相当額について、原則とし

てあらかじめ補助対象経費から減額しておくこととします。この消費税及び地方消費税相当

額を「消費税等仕入控除税額」といいます。 

（３）補助事業者は、「中小企業の会計に関する基本要領」又は「中小企業の会計に関する指針」に

拠った信頼性のある計算書類等の作成及び活用に努めてください。 

（４）本事業を実施することにより知的財産権が発生した場合は、その権利は補助事業者に帰属しま

す。 

（５）補助金の支払については、原則として、補助事業終了後に補助事業実績報告書の提出を受け、

補助金額の確定後の精算払となります。なお、必要があると認められる経費については、事前

に事務局の承認を得たものに限り、概算払を受けることができます。 

   また、補助金は、経理上支払を受けた事業年度における収入として計上するものであり、法人

税等の課税対象となります。 

（６）本事業終了後の補助金額確定にあたり、補助対象物件や帳簿類の確認ができない場合について

は、当該物件等に係る金額は補助対象とはなりません。ただし、卒業枠・グローバルＶ字回復

枠の場合、海外拠点における補助対象物件や機械装置等については現地確認が困難な場合は、

現地から帳簿等を取り寄せてください。 

（７）補助事業者が「適正化法」等に違反する行為等（例：他の用途への無断流用、虚偽報告など）

をした場合には、補助金の交付取消・返還、不正の内容の公表等を行うことがあります。 

（８）本事業に関係する調査をお願いすることがあります。事業成果の発表、事例集の作成等へのご

協力をお願いする場合がありますので、あらかじめご了承ください。 

（９）親会社が議決権の５０％超を有する子会社が存在する場合、親会社と子会社は同一法人とみな

し、いずれか１社のみでの申請しか認められません。また、親会社が議決権の５０％超を有す

る子会社が複数存在する場合、親会社と複数の子会社は全て同一法人とみなし、このうち 1 社

のみでの申請しか認められません。これらの場合において、複数の事業者が申請した場合には、

申請した全ての事業者において申請要件を満たさないものとして扱いますのでご注意ください。 

なお、個人が複数の会社「それぞれ」の議決権を５０％超を有する場合も同様に、複数の会社

は同一法人とみなします。また、親会社が議決権の５０％超を有する子会社が、議決権の５

０％超を有する孫会社や、更にその孫会社が議決権の５０％を有するひ孫会社等についても同

様の考え方に基づき、同一法人とみなします。 

また、応募申請以後に生じた事由によって、採択された複数の事業者が同一法人とみなされる

こととなった場合も、このうちの 1 社の交付申請しか認められません。 

さらに、交付決定以後においても、補助事業の完了までに複数の事業者が同一法人とみなされ

る事由が生じた場合は、このうちの 1 社以外の交付決定を取り消すこととなります。 

（１０）補助対象経費の中に補助事業者の自社製品の調達又は関係会社からの調達分（工事を含む。）

がある場合、補助事業者の利益等相当分を排除した製造原価又は取引価格が当該調達品の製造

原価以内であると証明できる場合は、取引価格をもって補助対象とします。 

※ 補助事業者の業種等により製造原価を算出することが困難である場合は、他の合理的な証憑

をもって原価として認める場合があります。 

 

 

  

https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/youryou/about/download/0528KaikeiYouryou-1.pdf
https://www.nichizeiren.or.jp/wp-content/uploads/doc/cpta/business/tyushoushien/indicator/chyushoshishin190227.pdf
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中小企業等事業再構築促進補助金に係る 

事 務 手 続 き 

 

時 期 補助事業者 補助金事務局 

 

 

 

 

令和３年  

６月～ 

 

 

 

【事前着手承認事業者の場合は、令和

3 年２月１５日以降に事業開始が可

能】 

 

交付申請書提出 

【交付規程第６条・様式第１】 

 

 

 

 

 

 

 

  審 査 

 

 

  交付決定 

【交付規程第９条・様式第２】 

 

【補助事業実施期間中】 

 

 

 

 

 

 

 

【通常枠・緊急事態宣言

特別枠・大規模賃金引上

枠・最低賃金枠】 

交付決定後１２ヶ月以内 

（ただし、採択発表日か

ら 14 か月後の日まで） 

 

【卒業枠・グローバル V

字回復枠】 

交付決定後１4 ヶ月以内 

（ただし、採択発表日か

ら 16 か月後の日まで） 

 

《交付決定後 事業の開始》 

※交付決定日より前に支出した経費は

補助対象外 

 

状況報告書提出 

【交付規程第１６条・様式第５】 

 

 

 

補助事業完了期限 

※補助事業完了期限を過ぎて支出した

経費は補助対象外 

 

補助事業実績報告書提出期限 

―会計書類・証拠書類の提出― 

【交付規程第１７条・様式第６】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  確 認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  審 査 

【補助事業完了後】  

 

 

 

精算払請求 

【交付規程第１９条・様式第９－２】 

※補助事業実施期間中に概算払を受け

ることもできます。 

 

 

  補助金額の確定 

【交付規程第 1８条・様式第 8】 

 

 

   

補助金の支払 

補助事業の完了の属する

年度終了後 

事業化状況・知的財産権報告書の提出

（５年間）計６回 

【交付規程第２５条・様式第１３】 

 

中 間 検 査 

確 定 検 査 
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Ⅰ．補助事業の手続き等の流れ                            

フェーズ１～採択公表から交付決定まで～ 

（１）採択公表 

  採択公表日に、G ビズ ID 及びご担当者のメールアドレスにメールを送信します。メール本文の 

 電子申請システムにログインの上、採択結果をご確認ください。もしくは本事業のポータルサイト

にて、ご確認ください。 

 

(２)交付申請（交付規程第６条） 

全補助事業者は、電子申請システムにアクセスして交付申請に必要な書類である、交付申請書別

紙のダウンロードを行い、交付申請書別紙 1 として添付の上申請してください。その他の提出書類

については、２-３ページをご確認ください。 

※ 交付申請書別紙１の内容が、応募申請時以降変更となった項目及び確定した内容があれば、補 

助事業者自身で、修正・追加入力をしてください。そして、その他提出書類と併せて提出して

ください。ただし、応募時の事業計画、成果目標、事業の主旨・目的等の変更は、認められま

せん。 

※ 補助事業者の補助事業情報等（代表者、社名、本社所在地等）が変更となる場合、変更内容に

よっては、社名等変更届出書＜参考様式３＞等を事務局へ提出する必要があります。 

併せて、G ビズ ID の情報も変更となる場合は、本事業の管理システムへの連携が必要となりま

すので、事務局へご連絡ください。 

※ 補助事業実施場所等の変更及び購入費目の変更等、特段の理由がある場合については、交付申

請書別紙１に理由を明記の上、申請は可能ですが、事務局の審査において、認められない場合

があります。 

※ 補助対象経費については、ポータルサイトのよくあるご質問等をご確認の上、記載してくださ

い。 

※ 本補助金で取得予定の財産が減価償却の対象となる場合は、耐用年数表の細目と公募要領で定

めている経費区分と一致させる必要があります。 

また、補助事業対象とみなされない経費を計上している場合は、申請された補助金申請額から

減額となる場合があります。 

［提出時期：採択公表後～補助事業開始前、提出方法：Ｊグランツ］ 

なお、交付申請時に提出いただく添付書類に不備がある場合は、交付決定（補助事業の開始）

が遅くなりますので、ご注意ください。 

（注１）提出する書類については、控えを経理証拠書類とともに保管・管理してください。 

（注２）採択公表後又は交付決定後に公募要領等に定める要件に対する違反が判明した場合は、原則

として採択、交付決定の取消しを行います。 

（注３）代表となる者が複数の補助事業者を束ねて１つの申請として応募された場合は、連携先すべ

ての補助事業者が本事業の要件を満たしているか、また補助金交付申請があるかの確認を交

付申請時に審査します。申請書類は、連携先事業者ごとに別途必要となりますので、ご注意

ください。 

    なお、連携先となる補助事業者は、電子申請システムからダウンロードによる交付申請書別

紙 1 の入手ができないため、交付申請書別紙 1 は、代表で応募申請されている事業者様へメ

ールにて採択発表後、送付しております。ご確認の上、取り寄せてください。 

（注４）令和３年１０月２７日までに事前着手申請し、承認を受けた事業者は、承認通知の受信日時

のわかるメールデータの提出、同１０月２８日以降に事前着手申請し、承認を受けた事業者

は、作成日の確認できる通知文書の提出が必要です。 

（注５）経費明細表作成時は、円未満を切り捨てます。（国税通則法基本通達「第 119 条関係」の考

え方を援用)  

（注６）代表申請の連携先補助事業者については、交付申請時に改めて補助対象の要件について確認

します。 

（注７）「通常枠」「緊急事態宣言特別枠」「大規模賃金引上枠」「最低賃金枠」で中小企業等で採

択された事業者が、交付申請時に、中堅企業となった場合は、補助率が変更となります。一

eban-
ハイライト表示

eban-
ハイライト表示

eban-
ハイライト表示
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方、中堅企業で採択された事業者が、交付申請時に、中小企業等になった場合は、補助率の

変更は不可となります。 

（注８）「緊急事態宣言特別枠」「最低賃金枠」で従業員数６－２０人（事業者の従業員数は 6 名）

で採択された事業者が、交付申請時、1 名退職した為、従業員数が、5 名となった場合は、補

助金額上限は１，０００万円から５００万円となります。補助事業者は、経費明細表を見直

しの上、申請ください。事務局は、従業員数 5 人以下の条件で審査をいたします。また、第 3

回採択事業者の「通常枠」についても従業員数が減少した場合は、減少した人数の補助金額

の上限を適用することとなりますので、交付申請時はご注意ください。「大規模賃金引上枠」

で採択された事業者で、従業員数が交付申請時に１００人以下である場合は、交付決定の通

知を出すことはできません。なお、交付決定後に従業員数が虚偽であることが発覚した場合

は、交付決定の取消しとなります。 

（注９）見積書・請求書が外貨建てである場合、経費明細等に記載する金額は、円建てでご記入くだ

さい。換算基準は、交付申請時前１か月以内の特定日とし、使用する換算レートは、公表仲

値（電信仲値相場＝TTM）を用いてください。TTM については、旧外国為替専門銀行（東京

銀行）である、三菱 UFJ 銀行公表の仲値の使用を原則としますが、取引のある金融機関の公

表仲値を使用することも可です。換算に使用した TTM は、①年月日②公表金融機関名を必ず

明記されたものを交付申請時に提出書類として添付してください。 

（注１０）見積書を取得される場合は、必ず、要件・仕様等を記載した見積依頼書を提出の上、入手

してください。そして見積依頼書は交付申請時に、他の書類と併せて提出してください。 

（注１１）見積書の中に、補助対象外のものが含まれている場合は、どの商品が補助対象外であるか

明記の上申請ください。（交付申請書別紙 1 の経費明細表の（E）積算基礎には、補助対象

外であるものを記載ください。） 

（注１２）見積書についての注意点 

①建物費、機械装置・システム構築費等における予備品の購入費用また「諸経費」、「会社経 

費」、「一般管理費」、「現場管理費」、「雑費」等の項目は、詳細の記載が確認できない 

場合は補助対象となりません。 （内訳を記載いただいた上で、事務局にて内容確認を行いま 

す。その結果、補助対象外となる場合があります。また詳細を記載して頂いた項目において 

も、確定検査において補助対象外となる場合があります。） 

②見積書に有効期限がある場合は、有効期限切れにご注意ください。 

③見積書は、補助事業者名宛に作成されているものが必要となります。 

④見積書に記載される商品名等は詳細な内容を記載するようにしてください。 

⑤同一条件の内容の見積書での作成が必要となります。 

⑥クラウドサービス利用費等で、見積書の取得が難しい場合は、サービス提供事業者の価格表を

ダウンロードしたものでも可能ですが、金額の根拠が示されているものをご提出ください。 

  ただし、利用するサービスの詳細の記載があること、単価、数量等が明確に記載されているこ

と、合計金額が税抜・税込で記載されていることが必要です。確認ができない場合は、補助対

象経費として認められない場合もあります。 

⑦応募時の事業計画書に購入商品について記載があるかご確認ください。事業計画書に記載がな

いものは、補助対象外となります。 

 

(３) 採択辞退届 

   採択公表日以降、交付決定前に、やむを得ない事由により、採択を辞退する場合は、採択辞退   

  届を事務局に提出してください。 

 

代表申請の場合は、まず、代表申請された事業者と、連携先である事業者間で協議ください。 

その後、代表申請された事業者は、交付申請書別紙とともに、採択辞退（代表申請及び連携申請

の連携事業者用）＜参考様式１-１＞を提出ください。交付申請審査とあわせて、実施体制の変更

の申請を受付し、メールにて承認連絡をいたします。 
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連携申請の場合は、まず、連携される全事業者で協議ください。その後、連携される各事業者

は、交付申請書別紙とともに、採択辞退（代表申請及び連携申請の連携事業者用）＜参考様式１-

１＞を提出してください。すべての連携先事業者からの提出を確認後、実施体制の変更の申請を

受付し、メールにて承認連絡をいたします。採択辞退される連携先事業者は、事務局から送られ

た承認メールを受領の上、採択辞退届を提出してください。 

 

  ［提出期限：事象発生時速やかに 提出方法：Ｊグランツ] 

 

（４）交付決定（交付規程第９条） 

交付申請で提出された書類を事務局で審査し、内容に問題がなければ、事務局で交付決定手続き

を行います。「様式第２ 交付決定通知書」右上に記載された交付決定日（事前着手承認事業者に

ついては、令和 3 年 2 月１５日以降）をもって、補助事業を開始できます。 

 

（注１）交付決定日（事前着手承認事業者については、令和 3 年 2 月１５日）前の契約（発注）に係

る費用は、一切、補助対象となりません。 

（注２）事務局が補助対象経費の審査を行い、「交付決定通知書」を発出します。 

（注３）交付決定通知書は、J グランツのマイページからご確認ください。 

 

（５）交付決定の取下げ（交付規程第１０条） 

補助事業者は、補助金の交付決定の通知を受けた場合において、交付の決定の内容又はこれに付

された条件に対して不服があり、補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、当該通知を受

けた日から１０日以内に事務局に申し出る必要があります。 

 

［提出期限：交付決定通知を受けた日から 10 日以内 提出方法：Ｊグランツ] 

 

フェーズ２～交付決定から実績報告書提出まで～ 

経理担当者や補助事業全体を統括する方は本項を必ず熟読願います。 

ポータルサイトにある実績報告書作成マニュアルを事前にご確認ください。 

○ 物件等の入手・代金の支払等に係る注意事項について 

物件等の入手については、代金の支払については必ず補助事業完了期限までに済ませてくださ

い。 

なお、それぞれについての詳細な注意点については、次のとおりです。 

 

1. 物件等の入手等に係る注意事項について 

 建物又は機械設備等を取得して納品・検収等を行い、補助事業者として適切に管理を行ってくだ

さい。 

①自社で取得済みの在庫品を使用する場合は補助対象となりません。 

②交付申請書記載の購入予定物件等以外に、事務局の承認を得ずに購入した物件及び本事業の目的

以外で利用されている場合は補助対象となりません。 

③金融機関への振込手数料は補助対象となりません。支払時に振込手数料を受取人が負担している

場合も対象となりません。 

例：機械装置１，１００，０００円（税込み）を振り込む際、振込手数料８８０円（税込）を受

取人が負担した場合。 

補助事業に要する経費（税込み）  １，０９９，１２０円（消費税率１０％にて算出） 

補助対象経費（税抜き）        ９９９，２００円 

※ 振込先手数料の先方負担は実質的な割引であることから、取得財産等管理台帳は、振込手数

料を引いた、９９９，２００円（税抜き）を記入してください。 

④本事業における物件等の発注先（外注先）の選定にあたっては、経費科目にかかわらず「見積書

提出のお願い（見積依頼書）」＜参考様式６＞又は物件等の仕様を確認できる書面を提示し、入

手価格の妥当性を証明できるよう必ず見積書を取ってください。また、契約（発注）１件あたり
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の見積額の合計が５０万円（税抜き）以上の物件等を発注（外注）する場合は、原則として書面

記載の同一条件により、２者以上の相見積書を取ってください。合理的な理由により相見積書が

取れない場合は、「業者選定理由書」＜参考様式７＞を提出してください。 

※ 合理的な理由とは、知的財産権や独占販売権などにより販売元が限られているような場合が客

観的に分かる理由を指します。 

 

なお、中古品を購入する場合は、製造年月日、性能が同程度の中古品の３者以上の相見積書が必

要となります。型式や年式が記載されているものをご提出ください。 

また、発注を行う場合は、注文書＜参考様式８＞により発注するとともに、外注費を計上する場

合は、委託契約書等＜参考様式９＞の締結が必要です。 

⑤海外企業から調達を行う場合も、④と同様の対応をお願いします。なお、外国語で作成されてい

る書面については、和訳を一緒に提出してください。カタログ、仕様書、価格表等の証拠書類に

ついては余裕を持って入手し、不備のないように整備することが必要です。 

 また、見積書・請求書が外貨建てである場合、経費明細等に記載する金額は、円建てでご記入く

ださい。換算基準は、交付申請時前１か月以内の特定日とし、使用する換算レートは、公表仲値

（電信仲値相場＝TTM）を用いてください。なお、実績報告時では、実際の送金日における公表

仲値を用いて換算してください。TTM については、旧外国為替専門銀行（東京銀行）である、三

菱 UFJ 銀行公表の仲値の使用を原則としますが、取引のある金融機関の公表仲値を使用すること

も可です。換算に使用した TTM は、①年月日②公表金融機関名が明記されたものを必ず交付申請

時に提出書類として添付してください。なお、交付申請時の見積書で換算した金額に比べ、実際

の支払い時に円安となっている場合でも、交付される金額は補助金交付決定額が上限となりま

す。 

⑥技術導入を行う場合は、技術的課題の解決にあたり、外部の機関等が保有する知的財産権等の 

導入の必要性及び価格の妥当性を勘案し、総合的に判断してください。 

⑦特注となる機械装置・工具器具・加工品については、見積書、設計図、回路図等の仕様書（図面

等）を整備してください。 

⑧建物を建設する場合は、仕様書、見積書、設計図書、建築確認申請書、検査済書等を整備してく

ださい。 

⑨機械装置・システム構築費等における予備品の購入費用また諸経費等詳細が不明な経費は、補助

対象となりません。 

⑩見積書に有効期限がある場合は、有効期限切れにご注意ください。 

⑪見積書は、補助事業者名宛に作成されているものが必要となります。 

⑫見積書に記載される商品名等は詳細な内容を記載するようにしてください。 

⑬対象経費ごとに、設置前、設置後、納品時等の画像の提出が必要となる場合があります。 

⑭補助事業に係る物件については、「検収年月日」をもって取得年月日とします（納品年月日では

ありません。）ので、納品書に検収印として年月日及び立会者名を明記するなど、検収年月日を

明確にしてください。 

⑮補助事業実施中に、建物、機械装置等の購入した設備については、補助事業の目的外使用をする

ことはできません。 

⑯補助金の額が、１，０００万円超の場合は、補助事業により建設した５０万円（税抜き）以上の

建物等の施設又は設備を対象として、次に定める付保割合を満たす保険又は共済への加入を示す

書類を、実績報告書と併せて提出してください。なお、小規模企業者（常勤従業員数が製造業そ

の他業種・宿泊業・娯楽業では２０人以下、卸売業・小売業・サービス業では５人以下の会社又

は個人事業主をいう。）については、保険又は共済への加入に代わる取組をもってこれを代替す

ることができるものとし、その取組の内容を実績報告時に報告するものとします。 

※ 従業員数は交付申請時のものとします。 

※ 付保割合 (様式第 7 取得財産管理台帳に記載してある単価に対する割合） 

中小企業者等 ３０％以上 

中堅企業等  ４０％以上 

※ 加入した保険は実績報告提出時まで加入している必要があります。 
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※ 複数の保険加入の対象がある場合、それぞれに上記の付保割合を満たす保険又は共済への加

入が必要となります。 

※ 補助金交付申請額が、１，０００万円を超える場合は、５０万円以上の取得財産（有形）は

全て保険加入対象となります。ただし、システム・ソフトウェア等のシステム構築費につい

ては加入対象外です。 

※ 包括的な保険に既に加入されている場合、補助金で取得した財産が保険の対象となっている

かを事務局で確認します。よって、事業者ご自身でも改めて確認してください。 

⑰補助対象経費と補助対象外経費の双方を含む証憑の場合、または証憑内に複数の取得財産が計上

されている場合、値引きをそれぞれの経費の金額に対して比率按分してください。 

※ 値引きによる端数は小数点以下 3 桁まで算出ください。 

2. 代金の支払等に係る注意事項について 

①補助の対象となる経費とは、「本事業に必要な経費として事務局の承認を得たものであり、補助

金交付決定日（又は、補助事業計画変更承認日）以降（事前着手承認事業者については、令和 3

年 2 月１５日以降）に契約（発注）し、かつ、補助事業終了日までに支払が完了した経費」のみ

です。したがって、補助金交付決定日（又は、補助事業計画変更承認日）より前に発注した経費

（事前着手承認事業者については、令和 3 年２月１４日以前に契約（発注）した経費）、補助事

業完了日より後に支払が行われた経費は補助対象経費として認められません。 

②支払は、銀行振込の実績で確認いたします。（国内、海外問わず） 

 経理処理の都合上、やむを得ない事情によりクレジットカードで支払う場合は、事前に事務局に

ご相談ください。 

③他の取引との相殺払による支払、手形による支払、手形の裏書譲渡、小切手、ファクタリング

（債権譲渡）による支払、補助事業実施期間内に契約が完了しない割賦による支払は行わないで

ください。前記の支払については、いかなる事情でも一切認められませんのでご注意ください。 

④銀行の振込実績（振込日、振込先、振込金額）が確認できる、伝票類と一緒に保管してくださ

い。 

⑤会計実務の処理に当たっては、「費目別支出明細書」に加え、「預金出納帳」など「各種元帳」

＜参考様式１９＞を整備してください。 

3. 補助事業に係る経費とそれ以外の経費のいわゆる混合払いは行わないでください。 

4. 補助金交付申請額の算定段階において、消費税等は補助対象経費から除外して算定してくださ

い。 

5. 以下の経費は補助対象となりません。 

※ 見積書に諸経費、会社経費、一般管理費、現場管理費、雑費等詳細の確認ができない項目 

がある場合は、補助対象とは致しません。よって、詳細を表記するようにお願いします。 

①事務所等にかかる家賃、保証金、敷金、仲介手数料、光熱水費 

②フランチャイズ加盟料 

③電話代、インターネット利用料金等の通信費（クラウドサービス利用費に含まれる付帯経費を除

く）、切手代 

④商品券等の金券 

⑤販売する商品の原材料費、文房具などの事務用品等の消耗品代、雑誌購読料、新聞代、書籍代、

団体等の会費 

⑥飲食、娯楽、接待等の費用 

⑦不動産の購入費、株式の購入費、自動車等車両（事業所や作業所内のみで走行し、自動車登録番

号がなく、公道を自走することができないものを除く。）の購入費・修理費・車検費用 

⑧税務申告、決算書作成等のために税理士、公認会計士等に支払う費用及び訴訟等のための弁護士

費用 

⑨国等が行う一定の事務に係る役務に対する手数料（例えば、登記、登録、特許、免許、許可、検

査、検定、試験、証明、公文書の交付等） 

⑩収入印紙 

⑪振込等手数料（代引手数料を含む）及び両替手数料 

⑫公租公課（消費税及び地方消費税額（以下「消費税等」という）等） 
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⑬各種保険料 

⑭借入金などの支払利息及び遅延損害金 

⑮事業計画書・申請書・報告書等の事務局に提出する書類作成・提出に係る費用 

⑯汎用性があり、目的外使用になり得るもの（例えば、事務用のパソコン・プリンタ・文書作成ソ

フトウェア・タブレット端末・スマートフォン及びデジタル複合機・カメラ・書籍・家具等）の

購入費 

⑰中古市場においてその価格設定の適正性が明確でない中古品の購入費（３者以上の中古品流通事

業者から型式や年式が記載された相見積書を取得している場合等を除く。） 

⑱事業にかかる自社の人件費、旅費 

⑲補助金交付決定日よりも前に発注、購入、契約、または補助事業終了後に納品、検収等を実施し

たもの（補助事業者が指定した補助事業実施場所に引き渡されないもの） 

※ 事前着手承認を受けている補助事業者は除く。 

⑳再生エネルギーの発電を行うための発電設備及び当該設備と一体不可分の附属設備（太陽光発電

を行うためのソーラーパネルなど） 

㉑上記のほか、公的な資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費 

 

（５）状況の報告（交付規程第１６条） 

事務局から指示があった時は「様式第５ 状況報告書」により補助事業の進捗状況について報告

してください。なお、事務局から指示があった場合に、既に補助事業が終了している、実績報告書

の作成に着手されている、または概ね 1 か月以内に補助事業が終了し実績報告書を提出する予定で

ある補助事業者は、報告は不要となります。 

また、「様式第５ 状況報告書」とは別に、事務局より、補助事業に係る支出状況を聴取するこ

とがありますのでご協力ください。 

 

［提出時期：事務局より指示があった場合、なるべく速やかに 提出方法：Ｊグランツ］ 

 

（６）中間検査（交付規程第２０条） 

補助事業実施期間中、事務局担当者が、物品の入手・支払・補助事業の進捗状況を確認する場合

があります。実施する場合の時期は、補助事業の進捗状況等によります。 

 

（７）計画の変更等（交付規程第１２条） 

①計画変更承認の申請 

事業実施の必要上、やむを得ず補助事業の計画、購入する建物、機械装置等、補助事業実施

場所、経費配分等に変更が生じる場合等（交付規程第１２条に記載の変更内容の場合）は、予

め「様式第３－１ 補助事業計画変更承認申請書」を事務局に提出し、計画変更の承認を受け

なければなりません。（事後承認はできません。） 

補助対象経費の区分ごとに配分された額を変更（流用）する場合は、各配分額の１０％以内

の流用増減は、申請不要ですが、実績報告時には、その履歴を提示してください。 

代表申請及び連携申請の事業者が、上記内容の計画変更を必要とする場合は、「補助事業計

画変更承認申請書」の作成前に、各連携先事業者と協議し、事業計画に影響がないか確認をし

てください。 

〇申請時に提出が必要な書類 

・購入する機械装置等の変更及び経費配分等の変更の場合 

   ア「様式第３－１別紙（新旧対比表）（計画変更承認申請書別紙）」 

イ 見積書及び相見積書（条件は、交付申請と同条件） 

・建物費にかかる変更及び取得する主な資産の変更 

ア「様式第３－１別紙（新旧対比表）（計画変更承認申請書別紙）」 

 エ「補助対象経費により取得する建物に係る宣誓・同意書＜参考様式２０－２＞」 

・補助事業の計画の変更の場合 

ア「様式第３－１別紙（新旧対比表）（計画変更承認申請書別紙）」 
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・事業実施体制の変更  

ア「様式第３－１別紙（新旧対比表）（計画変更承認申請書別紙）」 

ウ 連携先事業者の承認    

・補助事業実施場所の変更 

ア「様式第３－１別紙（新旧対比表）（計画変更承認申請書別紙）」 

 

［提出期限：事象判明時、提出方法：Ｊグランツ］ 

 

②中止（廃止）の承認の申請 

やむを得ない事情等により、補助事業を中止又は廃止する場合には、必要事項を入力の上

（「様式第３－２補助事業中止（廃止）承認申請書」）、Ｊグランツより申請し、事業の中止

（廃止）の承認を受けなければなりません。（事後承認はできません。） 

中止申請は、補助事業実施の一時的な中断を行うものの、補助事業実施期間内に事業を再開

し、かつ、補助事業完了期限日までに補助事業を完了することを前提として認められます。 

補助事業を中止する場合は、補助事業の再開予定日を入力の上、申請してください。 

 

廃止申請は、承認と同時に、交付決定取消となるため、再度本事業への応募は原則不可とな

ります。廃止の承認を受けた場合でも、実績報告書の提出を求める場合があります。 

また、概算払を受け取っている場合は、補助金の返還を求めます。 

 

代表申請の場合は、まずは、代表申請された事業者と、連携先である事業者間で協議くださ

い。その後、代表申請された事業者が、まずは①の計画変更承認申請をしてください。「様式

第３－１別紙（新旧対比表）（計画変更承認申請書別紙）」にて、連携先である事業者の補助

事業を中止又は廃止をされることに伴う実施体制変更について承認申請をしてください。審査

後、承認メールをお送りいたします。補助事業を中止または廃止をされる連携先事業者は、代

表申請された事業者より、承認メールを受領の上、中止（廃止）の承認の申請を提出してくだ

さい。 

連携申請の場合は、まずは、連携される全事業者で協議ください。その後、連携される各事

業者は、まずは、①の計画変更承認申請をしてください。「様式第３－１別紙（新旧対比表）

（計画変更承認申請書別紙）」にて、連携先全事業者が、中止または廃止をされることに伴う

実施体制変更について承認申請をしてください。審査後、承認メールをお送りいたします。連

携先全事業者の承認完了をもって、中止（廃止）の承認申請を提出してください。 

 

［提出期限：事象判明時、提出方法：Ｊグランツ］ 

 

③補助事業承継の申請 

事業実施の必要上、やむを得ず補助事業の実施を他の企業等に承継する場合には、承継する

事業者が「様式第３－３ 補助事業承継承認申請書」と併せて、「様式第３－３の別紙 誓約

書」等を事務局に提出し、予め事業承継の承認を受けなければなりません。（事後承認はでき

ません。） 

 事業承継の申請が可能となるのは、交付決定後です。交付決定前に事業承継の事実が確認さ

れた場合は、交付決定の通知を出せない場合（吸収合併等により採択事業者が消滅した場合

等）もあります。取得財産についてもあわせて整理ください。 

 

［提出期限：事象判明時、提出方法：Ｊグランツ］ 

 

  ④破産手続き、民事再生手続き等法的整理の手続きを行うとき 

    やむを得ない理由により、破産、民事再生手続き等法的整理をする場合は、速やかに、コー

ルセンターまでご連絡願います。 
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（８）担保権の設定（改修する建物に既に抵当権等の担保権が設定されている場合も含む）等 

 補助事業により建設した施設等の財産に対し、抵当権などの担保権を設定する場合は、設定前

に、事前に「様式第１１ 担保権設定承認申請書」を事務局に提出し承認を受ける必要がありま

す。補助事業遂行のための必要な資金調達をする場合に限り、担保権実行時に国庫納付をすること

を条件とし、認める場合があります。（事後承認はできません。） 

※ 「様式第１１ 担保権設定承認申請書」は交付決定後、速やかにご提出ください。 

※ 補助事業により建設した施設等の財産が５０万円（税抜き）未満の物件につきましては、「様

式第１１ 担保権設定承認申請書」の提出は不要です。 

※ 補助事業により整備した施設等の財産に対して根抵当権の設定を行うことは、認められませ

ん。建物の建築予定地に根抵当権が設定され「追加担保差入条項」が設定されている場合に

は、補助事業により新築を行う建物に対して新たに根抵当権が設定されることとなり、補助事

業として遵守いただくべき事項に違反が生じます。補助事業の遂行にあたっては、権利者であ

る金融機関等より建物部分に係る根抵当権を設定する義務の免除についての同意を得ていただ

く必要があります。 

※ 建物費を計上されている補助事業者で、建物の改修を計画されており、改修する建物に既に抵

当権などの担保権が設定されている場合は、改修完了までに「様式第１１ 担保権設定承認申

請書」を提出の上、事務局の承認を得てください。 

※ 担保権承認を受けた後は、下記２点の提出が必要です。 

 ・被担保権に係る金銭消費貸借契約証書の写し 

 ・当該所得財産等を目的とする担保権設定契約書の写し 

※ 工事着工後、根抵当権の極度額の増額は認められません。 

※ 財産処分の制限期間中は、４ページ（３．建物費について）の（４）と（５）の事項の対応が

必要となります。 

 

 ［提出期限：事象判明時、方法：Ｊグランツ］ 

 

（９）概算払（交付規程第１９条） 

補助事業実施期間中、事務局が必要であると認めた経費については、概算払を行います。概算払

を受けたい場合は、「様式第９－１ 補助金概算払請求書」及び「様式第９－１の別紙」により、

申請してください。 

なお、以下の場合は、概算払請求はできませんので、ご確認ください。 

・補助対象経費として計上したものすべてが納品及び支払いまで完了し、かつ、事業計画のうち

補助事業実施期間内の計画内容が完了している場合。 

上記の場合は、補助事業完了となるため、速やかに実績報告を提出してください。 

 ・交付決定時（計画変更承認時）に建物費を計上されており、かつ建物の改修であり、かつ改修

対象の建物に抵当権等の担保権が設定されている場合。 

 

概算払請求額は、補助対象経費（支払済みかつ納品済み）×補助率×０．９を上限額とします。な

お、様式第９－１及び様式第９－１の別紙に加え、実績報告時と同等の書類の提出が必要となりま

すので、以下の内容をご確認のうえ、ご準備ください。   

概算払請求の申請をされる場合は、事前に、「実績報告書等作成マニュアル（J グランツに添付が

必要な証拠書類）」を必ずご確認ください。 

・見積依頼書（仕様書が存在する場合は、仕様書も併せて提出。） 

・見積書（交付申請時に相見積書を提出している場合は、相見積書も併せて提出。） 

：発注日時点で有効期限が切れていないもの 

・発注書や注文書 

・請書や注文確認書、契約書 

・納品書や引渡書、または完了報告書 

：補助事業者側で検収日付、検収担当者名が記載されており検収されたことが 
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確認できるもの 

・納品時の写真（＜参考様式１７＞をご使用ください。） 

：搬入前、設置前、搬入後、送付伝票、ラベル等の拡大写真（２２ページ～２４ページ参

照）、補助事業実施場所に納品されたことを確認します。 

・請求書：振込先の口座の記載があること。 

・銀行の振込金受領書または支払証明書 

 （Web 振込の場合は、代金支払い済を示す取引記録等の画面コピー） 

：取引先の口座情報、補助事業者の口座情報、振込金額、振込指定日を確認します。 

 ※ 振込手数料が先方の負担であった場合、補助対象経費は実質値引きとして取り扱いますの

でご注意ください。（詳細は、１４ページ（物件等の入手等に係る注意事項について）を

ご参照ください。） 

・出納帳（＜参考様式１９＞をご使用ください。）：入金確認をします。 

・補助事業者の通帳コピー：J グランツで登録された振込先の情報を確認します。 

表紙（口座名義、口座名義（カナ）、金融機関名、普通・当座の区分、店番、口座番号）と対

象ページ（支払い日、支払い金額）を確認します。 

※ 表紙で口座名義人等が確認できない場合は、表紙裏の見開き部分もご用意ください。 

※ J グランツに登録された口座とは別口座で経費の支払をされている場合は、両口座の通帳コ

ピーが必要となります。 

※ 申請事業者が法人の場合、口座名義は法人、個人事業主の場合は、事業主名の口座である

必要があります。 

なお、概算払請求可能な回数は、１回とします。事務局承認後、補助事業者指定口座への振込

は、約１～２か月後となります。 

 

［提出期限：事象判明時、提出方法：Ｊグランツ］ 

 

（１０）事故等の報告（交付規程第１５条） 

大雨、台風などの異常気象による甚災地域の指定、火事、地震など補助事業者の責任によらない

事由により補助事業を予定の期間内（補助事業完了期限日まで）に完了することができないと見込

まれる場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、その状況となった時点で速やかに「様式第

４ 事故等報告書」を事務局に提出し、指示を受けてください。その事象を証明する書類を求める

場合があります。 

 

［提出時期：事象が発生したとき、提出方法：Ｊグランツ］ 

 

（１１）補助事業者情報等（社名等）の変更（交付規程第２９条） 

補助事業者の補助事業者情報等（代表者、社名、本社所在地等）が変更となる場合、変更内容に

よっては、社名等変更届出書＜参考様式３＞等を事務局へ提出する必要があります。なお、補助事

業実施場所が本社所在地と同一である補助事業者の本社所在地変更の場合は、「様式第３－１ 補

助事業計画変更承認申請書」の提出も必要となる場合があります。 

 また、認定支援機関要件である認定経営革新等支援機関及び金融機関の変更、補助事業終了年度

（基準年度）の変更、決算年度の変更となる場合は、J グランツより提出ください。 

 

［提出期限：事象判明時、提出方法：Ｊグランツ］ 

 

※ G ビズ ID の情報変更 

上記の変更とともに、G ビズ ID の情報も変更となった場合は、本事業の管理システムへの連携  

が必要となります。G ビズ ID の変更手続き後は、G ビズ ID のマイページの情報変更前と変更後  

かつ電子申請システムへの情報変更前と変更後のスクリーンショットが必要となります。 

また、G ビズ ID の情報が変更後には、必ず、電子申請システムへログインした上で、 

G ビズ ID 引継ぎ依頼書＜参考様式２＞と、全てのスクリーンショットの提出が必要です。 
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（１２）債権譲渡届出 

交付決定後に、本補助金の交付決定債権を金融機関に譲渡し、譲渡債権の対価として資金を調達

する場合の取扱いについては、事務局にご相談ください。 

 

（１３）補助事業の完了（交付規程第１７条） 

補助事業の完了とは、原則として、交付申請書に記した事業計画に基づく設備投資のほか、購入

物品等の納品・検収・支払等の事業上必要な手続きが全て完了していることを指します。 

（注）期限内の事業完了が難しくなった場合は、速やかにコールセンターにご連絡願います。 

 

（１４）実績報告書（交付規程第１７条） 

補助事業の完了後、補助事業の実施結果を記した「様式第６ 実績報告書」「様式第６の別紙１

及び別紙４」「様式第６の別紙２及び別紙３」にあわせて、必要書類を事務局に提出してくださ

い。提出が必要となる書類は、以下及び（注 1）（注２）をご確認ください。 

上記、概算払で必要な書類に追加して、下記の書類が必要となる場合があります。 

・預金出納帳、現金出納帳 

・補助対象物件受払簿 

・取得財産等があるときは「様式第７ 取得財産等管理台帳」 

・専門家経費がある場合は、専門家就任承諾書＜参考様式１０＞、専門家業務報告書＜参考様式 

１１＞、預り金元帳＜参考様式１５＞、納付書コピー等 

・海外旅費がある場合は、海外渡航計画書＜参考様式１２＞等 

・旅費が発生した場合は、旅費明細書、宿泊証明書＜参考様式１３、１４＞ 

・報告書＜参考様式２０－１＞ 

（建物費を計上されておりかつ建物の建築予定地に根抵当権設定有無において、同意事項があ 

る補助事業者のみ） 

※ 詳細は、別途実績報告マニュアルがあります。本事業のポータルサイト「採択事業者向け 

資料」より「実績報告書等作成マニュアル」をご確認ください。 

補助事業完了期限日までに「実績報告書」が提出されない場合は、補助金の支払いができません 

ので、早めに準備し、補助事業完了期限日までに提出してください。 

（注１）グローバル V 字回復枠及び卒業枠の実績報告にあたっては、類型ごとの書類提出が必須で 

す。 

 ①海外直接投資：海外子会社等との委託（貸与）契約書とその事業完了報告書 

②海外市場開拓：想定顧客による試作品等の性能評価報告書 

③インバウンド市場開拓：プロトタイプの仮説検証の報告書 

④海外事業者との共同事業：当該契約の進捗が分かる成果報告書 

（注２）卒業枠の事業再編等要件において、事業再編を選択されている事業者の実績報告にあたって 

は、事業再編の経緯が確認できる書類（契約書、登記事項証明書等のいずれか）を追加提出 

する必要があります。 

（注３）実績報告時に、必要書類として本事業にかかるすべての経理証拠書類の写しを提出する必要 

があります。 

（注４）見積依頼日から補助事業完了日まで、それぞれの段階において日付の整合性がとれているか 

確認してください。整合性がとれない費目については、補助対象外とする可能性がござい 

ます。ただし、契約上、着手金、中間払いなど先払いが発生している場合は、契約書等にそ 

の記載を確認できる場合は、請求日・支払い日が納品日より前でも問題ございません。 

見積依頼日 ≦ 見積発行日 ≦ 注文日 ≦ 受注日 ≦ 納品日（検収日）≦ 請求日  

≦ 支払い日（振込依頼日ではない）≦ 補助事業完了日  

（注５）建物費を計上されており、かつ交付申請時に、建物に係る宣誓・同意書＜参考様式２０ 

－２＞において、同意事項に該当する場合には、「報告書：根抵当権設定義務の免除に 

ついて」＜参考様式２０－１＞を提出する必要があります。 
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［提出期限：補助事業の完了日から起算して３０日を経過した日又は補助事業完了期限日の 

いずれか早い日、提出方法：Ｊグランツ］ 

 

 

フェーズ３～実績報告書提出後～ 

（１５）確定検査（交付規程第１８条） 

「実績報告書」の内容に基づき書類を検査し、建物及び改修等の詳細、機械設備等の入手・支

払、補助事業の成果等を実際に確認するため、必要に応じて事務局が事業実施場所を訪問します。 

補助対象となる経費は、補助事業実施期間中に契約（発注）から支払までを完了している経費の

うち、使用実績があり、補助事業にのみ使用したものが補助対象となります。（事前着手承認事業

者については、令和３年２月１５日以降に契約（発注）した経費）「交付決定通知書」で認められ

た経費であっても補助事業以外に支出したものや、建物、機械装置等で補助事業以外の用途と共用

した物件は補助対象になりません。 

 

（１６）補助金の額の確定（交付規程第１８条） 

「実績報告書」の内容及び確定検査の結果、内容に問題がなければ補助金額を確定し、 

「様式第８ 補助金確定通知書」を事務局より通知します。 

（注）補助金確定通知書は、J グランツのマイページからご確認ください。 

 

（１７）精算払の請求（交付規程第１９条） 

「補助金確定通知書」を受領後、「様式第９－２ 補助金精算払請求書」により、精算払の請求

を行ってください。精算払の請求は、補助事業の確定検査を受け、かつ、補助金額の確定後でなけ

れば行うことができません。 

「精算払請求書」受領後、事務局より当該補助事業者宛に補助金額の振込を行います。承認後、

事業者指定口座への振込は、2 週間から２ヶ月程度となります。 

代表となる者が複数の補助事業者を束ねて一つの申請として応募（代表申請）された場合におい

ては、各補助事業者宛に振込を行います。 

 

［提出期限：事象判明時、提出方法：Ｊグランツ］ 

 

○ 伝票類等の整理・保管について 

1. 補助金関係手続きの整理・保管について 

補助事業に関係する書類について、原則として次の順序で整理・保管をしてください。 

整理・保管すべき主な手続き書類 

 ア．補助事業の事業計画書（控） 

 イ．建物に係る宣誓・同意書 ※ 建物費を計上されている事業者のみ 

 ウ. 補助金交付申請書（控）及び申請書類一式 ※ Ｊグランツ 

 エ．補助金交付決定通知書 ※ J グランツ  

 オ．補助事業遂行状況報告書（控）及び報告書類一式 

 ※ 事務局から報告指示を受けた事業者のみ 

※ J グランツ 

 カ．補助事業計画変更承認申請書（控）※ 計画変更承認申請した場合のみ 

                   ※ J グランツ 

 キ．補助事業計画変更承認通知書 ※ 計画変更承認した場合のみ事務局から通知 

 ク．担保権設定承認申請書（控） ※ 担保権設定承認申請した場合のみ 

 ケ．担保権設定承認通知書 ※ J グランツ 

 コ．補助金概算払請求書（控）及び請求書類一式 

※ 該当事業者のみ ※ J グランツ 
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 サ．補助事業実績報告書（控）及び報告書類一式 ※ J グランツ 

 シ．補助金確定通知書 ※ J グランツ  

 ス．補助金精算払請求書（控）及び請求書類一式 ※ J グランツ 

  

その他、本事業に係る書類は、各事業者の責任のもと整理・保管をお願いします。 

 

2. 経理証拠書類の整理・保管について 

伝票類は、補助事業に係ったものだけを抽出し、機械装置・システム構築費等の種別（費目 

別）・物件別に時系列に整理・保管してください。また、本事業の経理書類には、「Ｒ２ 事業再

構築」の表示と費目別支出明細書（「様式第６の別紙２及び別紙３」）に記載する管理 No.を付けて

ください。 

経理証拠書類としては、見積依頼書又は「仕様書」の写しの他、見積書・相見積書、注文書・受

注書、契約書、納品書、検収書、請求書・銀行の振込金受領書または支払証明書（Web 振込の場合

は、代金支払い済を示す取引記録等の画面コピー）等を整備、保管してください。 

また、元帳記入例＜参考様式 1５＞を参考の上、元帳（出納帳・預り金）＜参考様式１９＞を整備 

してください。 

補助事業終了後の確定検査の際、経理証拠書類の原本が確認できない場合は補助対象とならない 

場合があります。不備・滞りのないよう証拠書類を整備してください。 

また、経理証拠書類の整備、保管の期間は交付規程第１１条第２項に基づき５年間となります。

補助事業完了の日の属する年度の終了後５年間は適切に保管してください。 

 

○ 補助対象物件等の整理・保管について 

伝票類の整理・保管以外にも、整えるべき書類や補助対象物件等がありますので、これらの書類

等については、経理証拠書類である伝票類と同様に「Ｒ２ 事業再構築」と記載し、補助事業完了

の日の属する年度の終了後５年間、適切に整備・保存をお願いいたします。 

また、書類以外の補助対象物件にはその旨のラベル等を貼付して上記同様に管理してください。

交付規程第２３条第１項及び第２項に基づき、責任を持って整備・保管してください。 

 

さらに、補助事業実施期間内はもちろん、財産処分制限期間においては、事務局の承認なく、①

補助金の交付の目的に反する使用、譲渡、交換、貸付、②担保に供する処分、廃棄等をすることは

できませんのでご注意ください。 

 

 

① 建物費で計上した物件等の整備・保管にあたって 

 ア. 建物の建設前後、改修前後等の写真を撮影する。 

イ. 補助対象物件に「R２ 事業再構築」の表示を行う。 

 

 表示例   R２  事業再構築  建-（番号） 

       ※事業再構築補助金事業以外での使用禁止 

  

本事業により建設した建物等は、取得財産等管理台帳を含め、備品台帳等を作って整備してくだ

さい。また、建物等は、建設前（改修前、撤去前等）、建設中および建設後（改修後、撤去後等）

の写真を撮影し、保管してください。 
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② 機械装置・システム構築費で計上した物件等の整備・保管にあたって 

ア．購入物件ごとの納品前後の写真及び送付伝票の写真を撮影する。 

イ．補助対象物件及び付属品に「Ｒ２ 事業再構築」の表示を行う（シール、マジック等、表示

例は枠外に記載）。 

 

  表示例    

 

 

本事業により取得した機械装置等は、取得財産等管理台帳を含め、備品台帳等を作って整備して

ください。また、機械装置等は、納品前（据付前）、納品時および納品後（据付後）の写真を撮影

してください。他の機械装置等に組み込まれる場合は、その状況がわかるように写真を撮影してく

ださい。 

 

  ③ 外注費を計上した物件等の整備・保管にあたって 

ア．契約書を整備する。 

イ．試作品、加工品の加工前後の写真及び授受した際の送付伝票の写真を撮る。 

ウ．補助対象物件に、「Ｒ２ 事業再構築」の表示を行う（シール、マジック等、表示例は枠外

に記載）。 

 

  表示例    

 

 

加工品は、加工前後の写真を撮ってください。また、できあがった加工品を、さらに部材等、機

械装置等に組み込む場合は、その状況がわかるように写真を撮影してください。 

 

  ④ 広告宣伝・販売促進費を計上した物件等の整備・保管にあたって 

ア．作成した広告（パンフレット、動画、写真）媒体、マーケティングツールを整備する。 

イ．展示会・セミナー開催、市場調査、営業代行にかかる報告書等を整備する。 

 広告等の補助対象物件には、必ず「令和２年度第３次補正 事業再構築補助金により作成」の表示

をいれてください。表示されている写真を撮ってください。 

  補助対象物件のうち、その使用形態が「消耗品」「配布物」として使用する場合は、「補助対象 

物件受払簿」＜参考様式４＞を整備してください。 

「消耗品」「配布物」として使用した場合については、事業実施期間内で実際に使用した数量分 

のみ補助対象となります。補助対象となる経費は、購入金額から購入数量と使用数量で按分した金 

額となります。 

ポスター・チラシ等「配布物」の補助対象物件にも、必ず「令和２年度第 3 次補正 事業再構築 

補助金により作成」の表示をいれてください。また表示されている証憑として写真を撮ってくださ 

い。 

 

○ 補助事業により取得した財産等の処分について 

  処分制限財産を目的外使用する場合は、事務局の承認を要します。 

  詳細は、財産処分の承認申請についての項目をご確認ください。 

 

 

 

 

 

Ｒ２  事業再構築  外－（番号） 

※事業再構築補助金事業以外での使用禁止 

Ｒ２  事業再構築  機－（番号） 

※事業再構築補助金事業以外での使用禁止 
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フェーズ４～補助事業完了後の事業計画期間～ 

（１８）取得財産等の管理（交付規程第２３条） 

補助事業者は、補助対象経費（補助事業の一部を第三者に実施させた場合における対応経費を含

む。）により取得し、又は効用が増加した財産（取得財産等）については、補助事業の完了後にお

いても、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金の交付の目的に従って、その効率的運用を図

ることが必要です。補助事業者は、補助事業実施期間内に取得財産等がある場合は、処分制限財産

（補助事業によって取得し又は効用が増加した財産ごとに５０万円（税抜き）以上の建物、機械器

具、備品及びその他財産）を除き、補助事業の完了の日の属する年度終了後、5 年間管理しなければ

なりません。 

＊当該期間中に、取得財産に担保権等を設定する事象が判明した際は、補助事業実施期間中と 

 同様に、事前に、担保権設定承認申請を提出の上、事務局の承認を得る必要があります。 

 

（１９）取得財産の処分（交付規程第２４条） 

補助事業終了後、取得財産等のうち、処分制限期間において、補助事業によって取得し又は効用

が増加した財産ごとに５０万円（税抜き）以上の建物、機械器具、備品及びその他財産（処分制限

財産）を処分（補助金の交付の目的に反する使用、譲渡、交換、貸付、担保に供する処分、廃棄

等）しようとする場合は、事前に「様式第１２－１ 財産処分承認申請書」を事務局に提出し、

「様式第１２－２ 財産処分承認通知書」による事務局の承認を受けなければなりません。 

事前の承認を得ずに処分した場合は交付決定が取り消される場合があります。 

 

［提出期限：事象判明時、提出方法：事業化状況報告システム］ 

 

（注１）処分制限期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５

号）を準用します。なお、中小機構が別に定める場合には、その期間とします。 

（注２）財産処分の申請に係るシステムの操作マニュアルは近日公開予定となります。 

 

 

なお、当該承認に係る財産を処分したことにより収入があったときは、「様式１２－５ 財産処

分納付通知書」により、その収入額（譲渡等による処分時に、処分価格を複数の業者から見積書を

取得した場合は、見積価格の最も高い額）又は、残存簿価相当額を基に所定の計算式により算出し

た補助金の全部又は一部に相当する金額を事務局が指定する口座に納付していただきます。 

災害等により取得財産を使用できなくなった場合等は、まずはコールセンターまでご連絡くださ

い。 

 

（２０）補助事業者情報等（社名等）の変更（決算月等の変更も含む） 

（１１）補助事業者情報等の変更と同じ手続きとなります。 

 

［提出期限：事象判明時、提出方法：システム］ 

 

（２１）取得財産設置場所の変更 

  （１１）補助事業者情報等の変更と同じ手続きとなります。 

 

［提出期限：事象判明時、提出方法：システム］ 

 

（２２）事業化状況及び知的財産権取得状況の報告（交付規程第２５条） 

  補助事業の完了の日の属する年度の終了後を初回として、以降５年間（合計６回）、補助事業の

成果の事業化状況、知的財産権等の状況報告等について、「様式第１３ 事業化状況・知的財産権

報告書」及び「事業化状況等の実態把握調査票」を提出してください。 

  事業化状況及び知的財産権取得状況の報告時には、各年度の確定した損益計算書、貸借対照表、

労働者名簿、賃金台帳（大規模賃金引上枠のみ）、製造原価報告書、販売費及び一般管理費明細表
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（内訳）等の提出が必要となります。詳細は、事業化状況報告システム操作マニュアルでご確認く

ださい。 

財産処分の申請に係るシステムの操作マニュアルは近日公開予定となります。 

 

［提出期限：事象判明時、提出方法：事業化状況報告システム］ 

 

（２３）補助事業完了後の事業計画期間における中止（廃止）の届出 

補助事業完了後の事業計画期間において、事業を中止（廃止）しようとする場合には、「様式

第１４－１ 補助事業完了後の事業計画の中止（廃止）届出書」を提出してください。廃止の届

出の受付完了後、処分制限期間内の取得財産については、速やかに財産処分承認申請を提出くだ

さい。中止の届出を受付完了された場合でも事業化状況報告の提出は必要となります。 

［提出期限：事象判明時、提出方法：システム］ 

 

（２４）補助事業完了後の事業計画期間における事業承継の届出 

  補助事業完了後の事業計画期間において、事業実施の必要上、やむを得ず事業の実施を他の企業

等に承継する場合には、承継する事業者が「様式第１４－２ 補助事業完了後の事業計画の承継届

出書」と併せて、「様式第１４－２の別紙 誓約書」等を事務局に提出してください。 

 

[提出期限：事象判明時、提出方法：システム］ 

 

Ⅱ．補助事業終了後の義務                              
１．財産処分の承認申請（交付規程第２４条） 

補助事業によって取得し又は効用が増加した財産ごとに５０万円（税抜き）以上の機械設備等の

財産は、補助事業終了後も処分制限期間内は保管する義務があります。それらを処分（補助金の交

付の目的に反する使用、譲渡、交換、貸付、担保に供する処分、廃棄等）しようとする場合は、事

前に「様式第１２－１ 財産処分承認申請書」を事務局に提出し、「様式第１２－２ 財産処分承

認通知書」による事務局の承認を受けなければなりません。事前に事務局に申請を行って、承認を

得なければ処分することができません。 

なお、当該承認に係る財産を処分したときは、「様式第１２－３ 財産処分報告書」を提出し、

事務局より通知される「様式１２－５ 財産処分納付通知書」により、その譲渡額（譲渡等による

処分時に、処分価格を複数の見積書の徴取により算出できる場合、見積価格の高い額）又は、残存

簿価相当額を基にした計算式により算出した補助金の全部又は一部に相当する金額を事務局が指定

する口座に納付していただきます。 
①交付規程第２４条第２項の補助事業により取得し、又は効用が増加した財産の処分制限期間に

ついては、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和４０年３月３１日大蔵省令第１
５号）のとおりとします。 

②補助事業者が処分制限財産を目的外使用する場合は、事務局の承認を要します。 

③交付規程第２４条第５項における財産処分による納付金の算出の方法は、次の算式によりま
す。 

D ＝ A × C／B 

④計算結果は、円未満を切り捨てます。（国税通則法基本通達「第 119 条関係」の考え方を援用)   

 

ここで各々の記号の意味は以下のとおりとします。 
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Ａ：有償譲渡又は有償貸付に係る補助金返還額は、処分制限財産に係る補助金額を上限として、譲渡

額又は貸付額（ただし、当該譲渡額又は貸付額が残存簿価相当額又は鑑定評価を行った場合の鑑

定評価額に比して著しく低価である場合において、その理由を合理的に説明することができない

ときは、残存簿価相当額又は鑑定評価額）。目的外使用、無償譲渡、無償貸付等の補助金返還額

は、残存簿価相当額（ただし、鑑定評価を行う場合には、残存簿価相当額と鑑定評価額のいずれ

か高い額）。 

Ｂ：当該処分財産に係った補助対象経費…交付規程様式第６の別紙２の経費支出明細＜経費明細表＞

のうち「実績額（Ｂ）」欄から求める。 

Ｃ：Ｂに対する当該補助金の確定額。 

Ｄ：補助金の納付金額。 

 

※１：残存簿価相当額算定にあたっては以下の計算によります。なお、この算定にあたって、圧縮記 

帳は考慮しません。 

     残存簿価相当額 ＝ 取得価額（税抜き)－ 減価償却費（累計金額）  

   なお、減価償却費の計算方法は建物の場合は定額法、機械装置等の場合は定率法を 

原則として、以下のとおりといたします。 

 

     減価償却費（累計金額）＝ ア × イ × カ ÷１２か月。 

  

円未満の取り扱いは補助事業者の会計方針に準じます。倒産等で連絡不通等「方針不明」の場

合は切り上げとします（+1 円)。 

    計算に用いる指標は以下の ア・イ・ウ・エ・オ・カを適用して計算してください。 

    ア；取得原価（税抜き) イ；耐用年数に基づいた償却率   ウ；取得年月日 

    エ；処分等の年月日  オ；耐用年数（参考情報として確認) カ；月数    

    

（カ）の月数計算は、法人税法施行令第５９条第 2 項あるいは同施行令第６１条第 3 項の規定

を準用し、（ウ）と（エ）の間の「足掛け月数」を数えて、月未満は切上げとします。上記各条

項は事業年度が前提となっていることから、（ウ）と（エ）の間に事業年度（決算期末）を跨ぐ

場合においては、それぞれの事業年度ごとに 1 か月未満の日数を「1 か月」として処理を行いま

す。 

例として（ウ）が６月１５日、決算期末が 9 月３０日、（エ）が１２月３日の場合、（カ）は  

「７か月」とします。（６/１５～１１/１５までの５か月＋１か月＝計６か月、とはしない） 

事業年度ごとに、各事業年度末の残存簿価が『期末帳簿価額』となり、すなわち、翌事業年

度の『期首帳簿価額』となります。 

  ただし、端数処理における切上げ・切捨て・四捨五入の取り扱いは補助事業者が償却資産明

細・固定資産台帳等で明確に切上げ・切捨て・四捨五入の方針を示している場合は、当該方針に

準拠して計算します。       

法人が採用する機械装置等の減価償却の方法は「定率法」が一般的であることから、補助事業

者が独自に採用する会計基準（圧縮記帳等)に関わらず、原則として（イ）に定率法の償却率を用

いて減価償却費を計算してください。また建物及び建物付属設備の減価償却方法は「定額法」が

一般的であることから、原則としてイに定額法の償却率（耐用年数省令別表第八）を用いて計算

してください。 

経過年数が進行すると減価償却額が「保証率にもとづく償却保証額」未満となる場合がありま    

すので、この場合は「改定償却率」を用いて計算します。計算方法の詳細は『平成２３年１２月

税制改正（法人の減価償却制度の改正）』に拠ります。 

   ただし、個人事業主の場合は「定額法」採用が一般的であることから定額法の償却率を用い     

て計算してください。個人事業主が「定率法で計算する」旨を申告してきた場合は、これを妨げ 

るものではありません。また、法人税法施行令第４８条の２にもとづき、機械装置・器具備品に
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ついて定額法で計算している法人が「定額法で計算する」旨を申告してきた場合も、これを妨げ

るものではありません。 

   

⑤補助事業で取得する財産（建物・機械装置等）を担保に供する場合は、補助事業遂行のため

必要な資金調達をする場合に限り、担保権実行時に納付することを条件に認められます。た

だし、担保権設定については、「様式第１１ 担保権設定申請承認書」を事前に、事務局に

提出し、担保権設定の承認を受けなければなりません。（事後承認はできません。）なお、

補助事業により整備した施設等の財産に対して根抵当権の設定を行うことは認められませ

ん。 

※ 財産処分の制限期間中は、４ページ（３．建物費について）の（４）と（５）の事項の

対応が必要となります。 

［提出期限：事象判明時、提出方法：事業化状況報告システム］ 

  

⑥補助事業終了後に補助対象者（中小企業等の定義から外れ、中堅・大企業等に成長するとき

を除く）に該当しなくなった場合は、処分制限財産について財産処分となり、残存簿価相当

額で補助金の返納をしていただく必要があります。 

 

⑦災害等により取得財産を使用できなくなった場合等は、まずはコールセンターまでご連絡く

ださいますようお願いします。 

 
 

２．事業化状況・知的財産権報告書の提出（交付規程第２５条） 

  （補助事業の完了の日の属する年度終了後５年間） 

補助事業の完了の日の属する年度の終了を初回として、以降５年間（合計６回）、補助事業の成

果の事業化状況等について、「様式第１３ 事業化状況・知的財産権報告書」及び「事業化状況等

の実態把握調査票」を提出する義務があります。 

事業化に関する状況は、報告対象期間内に確定した直近の決算数値を用いてください。 

報告開始可能日は、原則、各補助事業者の決算年度の翌日からとなります。決算年度の変更があ

る場合は、補助事業者情報等（社名等）の変更の手続きが必要となります。 

事業化状況及び知的財産権取得状況の報告時には、各年度の確定した損益計算書、貸借対照表、

労働者名簿、賃金台帳（大規模賃金引上枠のみ）、製造原価報告書、販売費及び一般管理費明細表

（内訳）等の提出が必要となります。 

※ 報告開始時（入力可能時）が近づきましたら、補助事業者の G ビズ ID 及び担当者宛にメール

で通知します。メールアドレスや担当者の変更がある場合は、必ず事務局に報告及び連絡し

てください。 

 

［報告時期：各年度報告対象期間、報告方法：事業化状況報告システム］ 

  

 

３．収益納付（交付規程第２７条） 

事業化状況報告書の内容により、収益があると認められる場合、収益の一部を国庫に納付するこ

とになります。納付額は、補助金確定額を上限とします。 

交付規程第２７条に基づく収益納付による国庫への納付金の算出の方法は、以下によるものとし

ます。なお、事業化状況等報告の該当年度の決算が赤字の場合は免除されます。 
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＜収益納付の算定方法＞                            （単位：円） 

補助事業

に要した

経費 

補助金 

確定額 

補助事業

の事業化

に係る 

本年度 

売上額 

補助事業

の事業化

に係る 

本年度 

収益額 

控除額 本年度ま

での補助

事業の事

業化に係

る累計支

出額 

基準 

納付額 

前年度ま

での補助

事業の事

業化に係

る事務局

が指定す

る口座へ

の累計納

付額 

本年度 

納付額 

備 考 

 (A)  (B) (C) (D) (E) (F) (G)  

          

※ 様式第１３ 事業化状況・知的財産権報告書より抜粋 

 

①「補助事業の事業化に係る本年度収益額：Ｂ」とは、補助事業の実施成果の事業化、知的財産権

等の譲渡又は実施権の設定及びその他当該補助事業の実施結果の他への供与による本年度の総収

入額から、総収入を得るに要した額を差し引いた額の合計額をいいます。 

なお、（Ｂ）が０又はマイナスの場合には、（Ｃ）、（Ｄ）、（Ｅ）の項目については記載せ

ず、（Ｇ）は０と記載してください。 

②「控除額：Ｃ」とは、補助事業に要した経費のうち、補助事業者が自己負担によって支出した額

（補助事業に要した経費 － 補助金確定額）をいいます。 

なお、補助事業終了後、翌々年度以降の控除額の算出については、自己負担によって支出した

額から補助事業年度終了より前年度までの補助事業に係る収益の累計額を差し引いた額（自己負

担額 － 前年度までの累計収益額）をいいます。ただし、控除額は自己負担によって支出した

額の範囲内とし、前年度までの補助事業に係る収益の累計額が自己負担によって支出した額と同

額以上となった場合には、本年度の控除額は０とします。 

③「本年度までの補助事業の事業化に係る累計支出額：Ｄ」とは、補助事業に要した経費及び補助

事業年度終了以降に追加的に要した補助事業に係る経費の合計額をいいます。 

④「基準納付額：Ｅ」とは「補助事業の事業化に係る本年度収益額：Ｂ」から「控除額：Ｃ」を差

し引いた額に、「補助金確定額：Ａ」を乗じ、「本年度までの補助事業の事業化に係る累計支出

額：Ｄ」で除した額をいいます（Ｅ＝（Ｂ－Ｃ）Ａ／Ｄ）。 

⑤「前年度までの補助事業の事業化に係る事務局への累計納付額：Ｆ」とは、前年度までの収益に

伴う納付金及び本年度までの財産処分に伴う納付金の合計額をいいます。 

⑥「本年度納付額：Ｇ」とは、「基準納付額：Ｅ」と「累計納付額：Ｆ」の合計額が「補助金確定

額：Ａ」を超えない場合には、基準納付額が本年度納付額となります。また、「基準納付額：

Ｅ」と「累計納付額：Ｆ」の合計額が「補助金確定額：Ａ」を超える場合には、「補助金確定

額：Ａ」から「累計納付額：Ｆ」を差し引いた残額が本年度納付額となります（Ａ＞Ｅ＋Ｆなら

ばＧ＝Ｅ 、Ａ≦Ｅ＋ＦならばＧ＝Ａ－Ｆ）。 

 

４．補助金返還（交付規程第２７条） 

次の場合は、補助金の返還を求める場合があります。 

卒業枠、グローバルＶ字回復枠又は大規模賃金引上枠において補助金の交付を受けた補助事業者

が、通常枠の（従業員規模毎の）補助金上限額との差額分について補助金の返還を要するケース

は、以下のとおりです。（なお、予見できない大きな事業環境の変化に直面するなどの正当な理由

があるときは、補助金返還を要しません。）  

（注）「３～５年の事業計画期間」には、補助事業実施期間を含まない。 

(1) 卒業枠 

○事業再編等要件 
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  事業計画終了時点を含む決算年度の終了時点において、交付規程・別紙 1「補助対象者」に定める

中小企業者等の定義（資本金及び常勤従業員数）から外れ、中堅・大企業等に成長することが達成

できなかった場合。 

(2) グローバルＶ字回復枠 

○付加価値額要件 

  補助事業終了時点を含む決算年度（以下「補助事業終了年度」）の付加価値額又は従業員一人当

たりの付加価値額を基準として、補助事業終了年度の翌年度から事業計画終了時点を含む決算年度

までの間、付加価値額の増加率の年平均又は従業員一人当たりの付加価値額の増加率の年平均を

5.0%以上にすることが達成できなかった場合。 

 なお、専ら従業員一人当たりの付加価値額の増加を目的として、従業員の解雇を行ったときは、

付加価値額の増加目標を達成できなかったものと扱うこととする。 

〔例〕事業計画期間 5 年の場合、補助事業終了年度の付加価値額と比較して、事業計画終了時点を含 

む決算年度の付加価値額が 25%（＝5.0%×5 年）未満の増加にとどまった場合。 

(3) 大規模賃金引上枠 

①賃金引上要件 

  応募申請時点の事業場内最低賃金又は補助事業終了年度の前年度の終了月の事業場内最低賃金の

うちいずれか高い金額を基準として、補助事業終了年度から事業計画終了時点を含む決算年度まで

の間、事業場内最低賃金を年額４５円以上の水準で引上げることが達成できなかった場合。 

〔例〕 事業計画期間 5 年の場合、補助事業終了年度から事業計画終了時点を含む決算年度までの間

（計６年度）、応募申請時点の事業場内最低賃金又は補助事業終了年度の前年度の終了月の事業場

内最低賃金のうち何れか高い金額と比較して、各年度の事業場内最低賃金を毎年４５円ずつ引き上

げた場合（+４５円＋９０円＋１３５円＋１８０円＋２２５円+２７０円）と同額以上を事業計画終

了時点を含む決算年度の終了時点までに支払わなかった場合。 

 なお、基本的には、事業場内最低賃金の毎年４５円以上の引き上げの想定であるが、例えば、１

年目（補助事業終了年度）に事業場内最低賃金を引き上げなかった場合でも、１年目に４５円引き

上げていれば支払う予定だった金額についても２年目（事業計画初年度）に加算して支払うことと

するなど、補助事業終了年度から事業計画終了時点を含む決算年度までの間に事業場内最低賃金と

して支払った金額の総額が毎年４５円引き上げたときと同額以上であれば、必ずしも毎年４５円ず

つ引き上げる必要はない。 

②従業員増員要件 

  応募申請時点の常勤従業員数又は補助事業終了年度の前年度の終了時点の常勤従業員数のうちい

ずれか多い人数を基準として、補助事業終了年度から事業計画終了時点を含む決算年度までの間、

常勤従業員数の増加率を年平均 1.5%以上（初年度（補助事業終了年度）は 1.0%以上）にすること

が達成できなかった場合。 

〔例〕 事業計画期間 5 年の場合、応募申請時点の常勤従業員数又は補助事業終了年度の前年度の終

了時点の常勤従業員数のうち何れか多い人数と比較して、事業計画終了時点を含む決算年度の終了

時点の常勤従業員数が 8.5%（＝1.0%＋1.5%×5 年）未満の増加にとどまった場合。 

 

５．会計検査院による実地検査について 

補助事業者は補助金の使途、経理内容等について、国の検査機関である会計検査院の実地検査を

受ける場合があります。受検の時期、必要書類等については、別途、事務局より連絡します。 

 

   【実地検査の対象】 

    ・ 成果及び処分制限財産の活用状況 

    ・ 補助金の使途内容（経理の処理方法を含みます） 

    ・ 事業化時期・計画の内容・規模、収益見通し等 

 

６．不正、不当な行為に対する処分 

実地検査等において、不正、不当な行為が確認された補助事業者は、補助金交付決定の取消しや

加算金を賦した上、補助金の返還を行っていただくことがあります。なお、不正があった場合は、
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罰則が適用されるとともに、当該企業を公表・告発することがありますので、補助事業の目的に沿

い、適切に執行してください。 

 

  （参考） 

   【適正化法第１７条など】 

    ・ 補助金の他の用途への流用 

    ・ 補助金交付決定の内容又は補助金交付条件に対する違反 

    ・ 法令又は事務局の処分に対する違反 

    ・ 定められた必要な事項の報告をせず又は虚偽の報告をしたもの 

    

 

【適正化法第２９条】 

    ・ 偽りその他不正の手段により補助金等の交付を受け、又は間接補助金等の交付若しくは

融通を受けた者は、５年以下の懲役若しくは１００万円以下の罰金に処し、又はこれを併

科する。 
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経費区分ごとの経費内容について                           

◆補助対象経費の解説 

補助対象経費の内容は、次のとおりとします。 

本事業は、他の事業や取引と区分して管理を行ってください。補助対象経費は本事業の対象経費

として明確に区分して経理され、かつ、証拠書類によって金額等が確認できるもののみになりま

す。事業類型により使用できる経費が異なりますのでご注意ください。必ずしも交付申請時に必要

な書類とは限らず、実績報告時に必要となる内容も記載しております。 

 

１．対象経費の区分 

  １．建物費 

① 専ら補助事業のために使用される事務所、生産施設、加工施設、販売施設、検査施設、

共同作業場、倉庫その他事業計画の実施に不可欠と認められる建物の建設・改修に要す

る経費 

② 補助事業実施のために必要となる建物の撤去に要する経費 

③ 補助事業実施のために必要となる賃貸物件等の原状回復に要する経費 

 

（注１）②・③の経費のみは、申請できません。事業拡大につながる事業資産（有形・無形）への

相応の規模の投資を行うことが必要です。 

（注２）建物の単なる購入や賃貸は補助対象外です。 

（注３）減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）において、 

建物費に該当せず、構築物等に該当するものは補助対象外です。 

（注４）取引ごとに原則として以下の順に書類を揃えてください。 

①見積取得のための仕様書及び見積依頼書（見積依頼時の図面等） 

②見積書、相見積書（２者未満の場合は業者選定理由書〈参考様式７〉、及び妥当性を示

す書類。） 

③注文書（発注書）及び注文請書または工事請負契約書・重要事項説明書（新築の場

合）・登記事項証明書 

④納品書・完了報告書、⑤検収書、⑥請求書、 

⑦銀行振込受領書（及び領収書（存在する場合）） 

⑧完成後の図面 

⑨完成後の工事費内訳書 

加えて、抵当権設定契約書、設計図書、建築確認申請書、検査済書、工事写真、作業工程

表、社内決裁資料、入出金伝票等・総勘定元帳、通帳の写し・固定資産台帳（建物取得費

が固定資産計上されていることがわかるもの）等をご準備ください。 

 

２．機械装置・システム構築費 

① 専ら補助事業のために使用される機械装置、工具・器具（測定工具・検査工具等）の購

入、製作、借用に要する経費 

② 専ら補助事業のために使用される専用ソフトウェア・情報システムの購入・構築、借用

に要する経費 

③ ①もしくは②と一体で行う、改良・修繕又は据付けに要する経費をいいます。 

（注１）機械装置又は自社により機械装置やシステムを制作・構築する場合の部品の購入に要する

経費は「機械装置・システム構築費」となります。 

（注２）専用ソフトウェアの構築を外注する場合はその経費が「機械装置・システム構築費」に計

上されているか確認してください。なお、ソフトウェア開発等にかかる自社の人件費は補

助対象外です。 

（注３）「借用」とは、いわゆるリース・レンタル等をいい、交付決定後に契約したことが確認で

きるもので、補助事業実施期間中に要する経費のみとなります。したがって、契約期間が
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補助事業実施期間を超える場合の補助対象経費は、按分等の方式により算出された当該補

助事業実施期間分のみが対象となります。 

（注４）「改良・修繕」とは、本事業で新規に購入又は本事業のために使用される機械・装置等の

機能を高め又は耐久性を増すために行うものです。 

（注５）「据付け」とは、本事業で新規に購入又は本事業のために使用される機械・装置等の設置

と一体で捉えられる軽微なものに限ります。 

（注６）３者以上の古物商の許可を得ている中古品流通事業者から型式や年式が記載された相見積

を取得している場合には、中古設備も対象になります。 

 

３．技術導入費 

  本事業遂行のために必要な知的財産権等の導入に要する経費をいいます。 

（注１）知的財産権等を所有する他者から取得（実施権の取得を含む）する場合は書面による契約

の締結が必要になります。 

    また、知的財産権等の導入の際に専門家と技術指導を契約する場合は、指導契約書＜参考

様式５＞の締結及び専門家業務報告書＜参考様式１１＞の提出が必要となります。 

（注２）謝金及び旅費の支出は、本事業遂行のため、他社保有の知的財産権等の導入等に伴って権

利保有者に支払う場合に限ります。 

（注３）技術導入費支出先には、専門家経費を併せて支出することができません。 

 

４．専門家経費 

本事業遂行のために依頼した専門家に支払われる経費をいいます。 

※■謝金について 

（注１）本事業の遂行に専門家の技術指導や助言が必要である場合は、学識経験者、兼業・副業、

フリーランス等の専門家に依頼したコンサルティング業務や旅費等の経費を補助対象とす

ることができます。（注２）の謝金単価に準じるか、依頼内容に応じた価格の妥当性を証

明する複数の見積書を取得することが必要です。（ただし、１日５万円が上限となりま

す） 

（注２）専門家の謝金単価は、以下のとおりとします。（税抜き） 

・大学教授、弁護士、弁理士、公認会計士、医師等：１日５万円以下 

・准教授、技術士、中小企業診断士、IT コーディネータ等：１日４万円以下 

（注３）旅費は、事務局が定める「旅費支給に関する基準」のとおりとします。 

（注４）専門家経費支出対象者には、技術導入費、外注費を併せて支出することはできません。 

（注５）専門家経費はその都度支払うこととし、一括払いは行わないでください。 

（注６）個人払いについては、源泉徴収を行ってください。ただし、徴収義務の有無や税率につい

ては、所管の税務署に確認するとともに、法令に則り適正に対応してください。 

（注７）必ず事前に「専門家就任承諾書」＜参考様式１０＞を徴し、「専門家業務報告書」＜参考

様式１１＞を作成してください。 

（注８）応募申請時に事業計画書の作成を支援した者は専門家経費の補助対象外とします。 

※■旅費について 

（注１）事務局が定める「補助事業の旅費支給に関する基準」（以下「旅費基準」という。）を上

限として支出することができます。 

（注２）補助事業者の旅費規程に定める場合であってもグリーン車、ビジネスクラス等の特別に付

加された料金は補助対象外です。 

（注３）補助事業に関して直接的に必要不可欠な業務に係る旅費以外は補助対象外です。 

（注４）補助事業に係る資料の提出のために事務局等に出向く等、補助事業そのものに関連しない

事務的出張の経費は補助対象外です。 
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（注５）航空賃を支出する場合にはすべての搭乗について領収書及び搭乗券半券等搭乗したことを

証する書類を添付することとし、事前購入割引等の割引制度を適用して購入した場合は当

該購入金額を上限とします。 

（注６）タクシーを利用する場合は、他に交通の便がない又は１日のバスの本数が少ないなど、著

しく事業の実施に支障を生じる場合に限定し、利用した場合は領収書等支払額を証明する

書類を添付するとともに、利用理由を明示しなければなりません。 

（注７）補助事業以外の用務が一連の旅行程に含まれる場合は、用務の実態を踏まえ、按分等の方

式により補助対象経費と補助対象外経費に区分しなければなりません。 

（注８）旅費の支給があった場合には、「旅費明細書（又は領収書）」＜参考様式１３＞を作成し

てください。 

（注９）専門家に支払う謝金の支出がなく、旅費のみを支出する場合であっても「専門家業務報告

書」＜参考様式１１＞を作成してください。 

（注１０）専門家に支払う謝金に伴う旅費を個人払いで支出する場合、旅費からも源泉徴収を行っ

てください。ただし、徴収義務の有無や税率については、所管の税務署に確認するとと

もに、法令に則り適正に対応してください。 

（注１１）宿泊料の支給を受け宿泊する場合は、ホテルの「宿泊証明書」＜参考様式１４＞、又

は、領収書等宿泊を証するものを添付してください。 

 

５．運搬費 

  補助事業に伴い補助対象設備を本来の保管場所から事業実施場所に移送するための経費、 

すなわち、運搬料、宅配、郵送料等の支払に要する経費をいいます。 

（注１）本事業に関する事務局及び行政機関への申請並びに打合せ等にかかった郵送料は補助対象

外です。 

（注２）発送先については、リストを作成してください。 

（注３）購入時の機械・設備等本体に係る搬入費は「機械装置・システム構築費」に計上してくだ

さい。 

 

６．クラウドサービス利用費 

  クラウドコンピューティングの利用に関する経費をいいます。（機械装置・システム構築

費を除く） 

（注１）本事業におけるクラウドとは、データサービスやインターネット技術などが、ネットワー

ク上にあるサーバー群（クラウド（雲））にあり、「どこからでも、必要な時に、必要な

機能だけ」を利用することができるコンピュータネットワークの利用形態を指します。

（平成２６年６月２４日閣議決定「世界最先端ＩＴ国家創造宣言改定」用語集より）詳細

は下記ホームページをご参照ください。 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20140624/sankou_yougo.pdf 

（注２）専ら、補助事業者のために利用するクラウド利用費であって、自社他事業と共有する場合

は補助対象外です。 

（注３）クラウド利用にかかる経費のうち、サーバーの領域を借りる費用（サーバーの物理的なデ

ィスク内のエリアを借入、リースを行う費用）、サーバー上のサービスを利用する費用等

が補助対象経費となります。サーバー購入費・サーバー自体のレンタル費等は補助対象外

です。 

（注４）サーバーの領域を借りる費用は、見積書、契約書等で確認できるもので、補助事業実施期

間中に要する経費のみとなります。したがって、契約期間が補助事業実施期間を超える場

合の補助対象経費は、按分等の方式により算出された当該補助事業実施期間分のみとなり

ます。 

（注５）クラウド利用に付帯する経費についても補助対象となります（例：ルータ使用料・プロバ

イダ契約料、通信費等）。ただし、あくまでも補助事業に必要な最低限の経費であり販売

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20140624/sankou_yougo.pdf
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促進のための費用（公開のためのホームページ作成料）は補助対象外です。また、パソコ

ン・タブレット端末・スマートフォンなどの本体費用は補助対象外です。 

＜クラウド利用費として算定できる経費＞ 

（１）初期費用 

①自社が保有しないサーバーの初期設定及びアプリケーションの構築・データ移行経費（提案

された事業計画に特化したものに限る） 

②アプリケーションを提案された事業計画のためにカスタマイズする経費 

③専用アプリケーションの利用マニュアルの作成に係る経費 

（２）月々の利用料（事業実施期間中の経費に限る） 

①自社が保有しないサーバー及びそれから提供されるアプリケーションの利用料 

②自社が保有しないサーバーに接続するための通信費 

（固定回線・無線回線等接続の形態は問わないが、専らクラウド利用のためのものに限る） 

③専用アプリケーションのサポート経費 

※汎用性のあるパソコン・タブレット端末・スマートフォンなどは補助対象外です。 

 

７．外注費 

  本事業の遂行のために必要な加工や設計（デザイン）・検査等の一部を外注（請負、委託等）

する場合の経費をいいます。 

（注１）外注先が機械装置等を購入する費用は、補助対象外です。 

（注２）外注に際しては、外注先との書面による契約の締結＜参考様式９＞が必要です。 

（注３）機械装置等の製作を外注する場合は、「機械装置・システム構築費」に計上してください。 

（注４）外注先には、技術導入費、専門家経費を併せて支払うことはできません。 

（注５）外部に販売するための量産品の加工等を外注する費用は補助対象外です。 

（注６）外注した場合は対象の成果物が分かるように写真や作業報告書等を実績報告時にご提出くだ

さい。 

 

８．知的財産権等関連経費 

  新製品・サービスの開発成果の事業化にあたり必要となる特許権等の知的財産権等の取得に要

する弁理士の手続代行費用や外国特許出願のための翻訳料など知的財産権等取得に関連する経費

をいいます。 

（注１）本事業の成果に係る補助事業者の発明等でないものは、補助対象外です。 

（注２）知的財産権等の取得等に要する経費は、補助事業の実施又は、補助事業の事業化に必要なも

のに限ります。 

（注３）補助事業実施期間内に出願手続きを完了していることが公的機関の書類等で確認できない場

合には、当該費用は補助対象外です。 

（注４）知的財産権の取得等に要する経費のうち、以下の経費については補助対象外です。 

●日本の特許庁に納付される出願手数料等（出願料、審査請求料、特許料等） 

●拒絶査定に対する審判請求又は訴訟を行う場合に要する経費 

（注５）弁理士及び弁護士の手続代行費用を対象経費とする場合には、補助事業実施期間中に契約が

締結されていなければなりません。ただし、事前着手の承認を得たものはこの限りではあり

ません。 

    なお、補助対象として想定される経費は、以下のとおりです。 

    ア．国内出願の場合 

     ａ．弁理士代行費用 

     ｂ．先行技術調査費用 

     ｃ．出願書類（紙媒体）の電子化手数料 

     ｄ．出願後の審査請求や拒絶理由通知書への補正書・意見書等の作成等に係る経費 
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    イ．外国出願の場合 

     ａ．アに掲げる経費 

     ｂ．海外での特許出願手数料、審査請求料及び特許料 

     ｃ．各国提出用の翻訳文作成に係る経費 

（注６）国際規格認証の取得に係る経費については補助対象になります。 

（注７）他の制度により知的財産権等の取得について支援を受けている場合は、知的財産権等関連経

費の申請をすることはできません。 

 

９．広告宣伝・販売促進費 

  本事業で開発又は提供する製品・サービスにかかる広告（パンフレット、動画、写真等）の作

成及び媒体掲載、展示会出展（海外展示会を含む）、セミナー開催、市場調査、営業代行利用、

マーケティングツール活用等にかかる経費をいいます。 

  

（広告宣伝・販売促進費として補助対象とする内容詳細） 

 内容 対象 対象外 

広告の作成 ・デザイン費、印刷費等外注費 ・内製する場合の 

社内人件費 

広告の媒体掲載 ・新聞、テレビ、ラジオ、地域のコミュニティ

誌、インターネット等への広告掲載費 

 

展示会等出展

（海外展示会を

含む） 

 

・展示会の出展料、小間代 

・展示物を展示会等会場へ搬入・搬出するため

の経費 

・水道・ガス・電気の一次幹線工事及び小間内の

二次工事に係る経費や小間の装飾に係る経費 

・インターネット等利用のための電話回線工   

事 

・アルバイト等雑役務費 

・光熱費（水道・ガス・電気代） 

・保険料 

・景品等（来場者に配布す

る粗品） 

・海外の展示会に出展する

場合、現地で不課税対象

とならない一部の経費に

かかる付加価値税

（VAT） 

 

セミナー開催 ・講師謝金・旅費、会場借料 

・開催案内印刷費・郵送費 

・通信運搬費（施設内の Wi-Fi 利用料含む） 

 

・お茶代、動画撮影、録音

等に要する費用 

・景品等（来場者に配布す

る粗品） 

市場調査 ・アンケート調査票等印刷費、集計費、リサーチ

等外注費 

 

営業代行利用 ・外注費  

マーケティング

ツール活用 

・ツール導入に必要なコンサルティング費用、初

期費用、利用料 

 

（注１）補助事業と関係のない自社の製品・サービスの広告や会社全体のＰＲ広告に関する経費は

対象外です。 

（注２）補助対象とする費用は、補助事業実施期間内における役務の提供に限ります。 

※契約等の関係により、契約（利用）期間が補助事業の実施期間を超過する場合は、契約

（利用）に必要な費用の合計額に契約（利用）期間における補助事業実施期間の割合を乗

じた額を補助対象額とします。 

（注３）補助事業実施期間内に広告が使用・掲載されること、セミナー・展示会が開催されること

調査等が終了することが必要です。 

（注４）出張旅費や交際費は補助対象外です。 

（注５）配布物は、補助事業終了までに使用した分のみが補助対象となります。 

（注６）発注等の手続き、証拠書類等の整備、謝金等の単価は、機械装置・システム構築費及び外注

費等他の経費に準じます。 
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（注１） 補助事業の遂行に必要がない教育訓練や講座受講等は補助対象外です。 

（注２） 教育訓練や講座受講等に係る費用の補助を希望する場合は、事業計画書中に 

①研修名、②研修実施主体、③研修内容、④研修受講費、⑤研修受講者についての情報が 

記載されている必要があります。（不適切な訓練や講座が計上されている場合などは、研修   

費を補助対象経費とすることはできません）。 

（注３） 研修受講以外の経費（入学金、交通費、滞在費等）は補助対象外です。 

（注４） 教育訓練給付制度など、本事業以外の国や自治体等からの教育訓練に係る補助・給付を重複 

して利用することはできません。 

（注５） 受講者が、受講完了していることが確認できるものを受領しておいてください。 

 

（注１） 旅費は、事務局が定める「旅費支給に関する基準」のとおりとします。 

（注２） 国内旅費や本事業と関係が認められない海外旅費は、補助対象外です。 

(注３) 交付申請時に、海外渡航の計画を予め提出していただくことが必要です。 

（注４） 一度の渡航に随行できるのは、専門家含め２名までとします。 

（注５） 卒業枠の場合は、事業計画期間内に「グローバル展開」を実施する場合に限ります。 

 

本事業では、中小企業等が将来にわたって持続的に競争力強化を図る取組を支援することを目的と 

しており、基本的に、事業拡大につながる事業資産（有形・無形）への相応規模の投資をしていただ 

く必要があります。このため、一過性の支出と認められるような支出が補助対象経費の大半を占める 

ような場合は、本事業の支援対象にはなりません。 

  

１０．研修費 

   本事業の遂行のために必要な教育訓練や講座受講等に係る経費をいいます。 

１1．海外旅費 ＊卒業枠、グローバル V 字回復枠のみ 

   海外事業の拡大・強化等を目的とした、本事業に必要不可欠な海外渡航及び宿泊等に 

要する経費をいいます。 



 

- 38 - 

 

補助事業の旅費支給に関する基準 

 

 

令和３年３月２６日 

事業再構築補助金事務局 

 

 

第１章 総   則 

 

（目  的） 

第１条 本基準は、令和二年度第三次補正中小企業等事業再構築促進補助金における助成事業の旅費

支給について定めるものとする。 

２ 海外出張の旅費については、卒業枠及びグローバル V 字回復枠で採択された補助事業者のみ対象

とする。 

 

 

 

第２章 国内出張旅費計算の基準 

 

（旅費の計算） 

第２条 旅費は、最も経済的な通常の経路及び方法により出張した場合の旅費により計算する。 

２ 旅費計算の起点は、原則として出張者の勤務先の最寄駅とする。 

３ 片道の鉄道・航路の営業キロが６００キロメートルを超える場合は、往復割引運賃により計算す

る。また、航空賃については往復割引運賃を上限として計算する。 

４ 同一区間内に複数の用務地がある場合の乗車運賃（特急・急行料金は除く｡）については、最遠隔

地から起点までの通し運賃により計算する。ただし、用務地が乗車券の有効日数を超える場合

は、この限りでない。 

５ 第３項及び第４項以外にあっても、「運賃計算の特例」に該当するものは、当該特例運賃により

計算する。 

 

（出発時刻及び到着時刻の基準） 

第３条 用務地と用務地最寄駅等の所要時間は、通常の経路で要する時間とする。 

２ 前項により計算した時間が、出発時刻が８時より以前、到着時刻が２２時を超える場合は、出張

の日数を加えることができる。 

 

第３章 国内出張の旅費 

 

（近距離地域の旅費） 

第４条 東京都区内及び片道５０キロメートル以内の出張については、鉄道賃、バス賃、モノレール

賃並びに船賃を支給することができる。ただし、用務地が出張者の通勤手当支給経路にある場合

は支給しない。 

 

（近距離地域以外の旅費） 

第５条 特急料金（新幹線を含む。）及び急行料金（以下「特急料金等」という。）を徴する列車等

を運行している路線を利用する出張で、片道５０キロメートルを超える区間で現に利用すること

が可能な場合は、第２条第１項本文の規定に即し、特急料金等を支給することができる。この場

合、指定席車があるときは、座席指定料金も支給することができる。ただし、用務地が出張者の

通勤手当支給経路にある場合は支給しない。 
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２ 次の各号に定める都道府県への出張で、現に利用することが可能な場合は、原則として航空賃を

支給する。 

（１）東京起点の場合 

   北海道、東京都の島しょ、鳥取県、島根県、山口県、香川県、徳島県、愛媛県、高知県、福岡

県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

（２）名古屋起点の場合 

   北海道、青森県、秋田県、山形県、岩手県、宮城県、東京都の島しょ、新潟県、愛媛県、長崎

県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

（３）大阪起点の場合 

   北海道、青森県、秋田県、山形県、岩手県、宮城県、東京都の島しょ、新潟県、愛媛県、長崎

県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

（４）福岡起点の場合 

   北海道、青森県、秋田県、山形県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉

県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、長野県、山梨県、静岡県、富山県、石川県、福井

県、徳島県、愛媛県、高知県、宮崎県、沖縄県 

（５）その他 

   上記（１）～（４）以外で、事務局が認めた場合 

３ バス賃、モノレール賃並びに船賃を支給することができる。ただし、用務地が出張者の通勤手当

支給経路にある場合は支給しない。 

４ 第３条第２項の規定により出張の日数を加えた場合の宿泊料については、片道５０キロメートル

を超える出張の場合のみ適用するものとし、宿泊日数に応じて次表の額を限度として支給するこ

とができる。 

区     分 宿泊料（日当含む） 

  専門家（宿泊を伴う場合は、日当は加算しない） １７，０００円以内 

 

５ 日当は、片道５０キロメートルを超える日帰り出張の場合のみ適用するものとし、次表の額を限

度として支給することができる。 

区     分 日  当 

  専門家  ５，０００円以内 

 

６ 航空賃又は鉄道賃と宿泊費がセットになっているパッケージ商品を利用して出張する場合は、 

  当該パッケージ料金を支給する。 

 

第 4 章 海外出張の旅費 

 

（海外出張の旅費） 

第 6 条 海外旅費については、必要最小限度の金額について、補助対象とすることができる。 

  ２ 航空賃、鉄道賃及び船賃は、エコノミークラス（普通クラス）による実費額とすることができ 

る。 

  ３ 車賃（バス賃及びモノレール賃）は、鉄道を除く陸路旅行について、実費額で支給する。 

  ４ 宿泊費は、1 泊２５，０００円を限度とする。 

  ５ 日当は、第５条第５項の規定を適用するものとする。 

  ６ 航空賃又は鉄道賃と宿泊費がセットになっているパッケージ商品を利用して出張する場合は、 

第 5 条第 6 項の規定を適用するものとする。 
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第 5 章 雑  則 

 

（参考資料） 

第 7 条 旅費の計算に当たっては、「ＪＲ等の時刻表」又は「旅費計算ソフトウェア」等を参考資料

とすること。 

 

（その他） 

第 8 条 補助事業者において旅費規程が整備されており、上記第２条から第６条の規定と概ね同等の

規定となっている場合は、事務局と協議のうえ、補助事業者の旅費規程により算定することがで

きる。ただし、上限は本規定の額とする。 

 

附則 本内規（抜粋）に記載されている金額は全て消費税等を含む。 
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事業実施において必要となる参考様式 
 

※最新の参考様式集は、本事業のポータルサイトに掲載の参考様式集をご確認ください。
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＜参考様式１＞ 
 

 

年  月  日   

独立行政法人中小企業基盤整備機構 理事長 殿  

補助事業者 住所  

                              氏名 法人にあっては名称  

                                 及び代表者の氏名 

 

 

令和二年度第三次補正中小企業等事業再構築促進補助金に係る 

採択辞退届出書 

  

  

〇〇〇〇年〇月〇日に採択決定を受けた補助事業につきまして、下記の理由により採択決定を辞退 

します。 

 

記  

  

 

 

辞退の理由  

 

 

 
以上 

  

受付番号： 
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＜参考様式１-１＞＊代表申請及び連携申請の連携事業者 
 

年  月  日   

独立行政法人中小企業基盤整備機構 理事長 殿  

 

補助事業者 住所  

                              氏名 法人にあっては名称  

                                 及び代表者の氏名 

 

令和二年度第三次補正中小企業等事業再構築促進補助金に係る 

採択辞退届出書 

 

 

〇〇〇〇年〇月〇日に採択決定を受けた補助事業につきまして、下記の理由により採択決定を辞退 

します。 

 

記  

 
1．補助事業実施体制 ※該当するものに☑を入れてください。 

□①複数の事業者が連携して取り組む事業であり、個々の事業者がそれぞれ本事業に応募する 

□②代表となる者が複数の事業者を束ねて１つの申請として応募する 

 

2．辞退される連携事業者の情報 

 

事業形態   ： 

法人番号   ： 

※個人事業主の場合は空欄で結構です 

商号又は名称 ： 

法人代表者役職： 

法人代表者  ： 

 

3．補助事業実施体制変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受付番号： 
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＜参考様式２＞ 

  年  月  日 

 

独立行政法人中小企業基盤整備機構 理事長 殿 

 

補助事業者 住所  

                              氏名 法人にあっては名称  

                                 及び代表者の氏名 

       

 

 

ＧビズＩＤ引継ぎ依頼書 

 

  

下記の内容により、Ｇビズ IＤの引継ぎの承認を依頼します。 

 

 

記 

 

（依頼区分）※該当するものに☑を入れてください。  

 □ 基本情報（商号又は名称／代表者名 等）の更新に伴う依頼  

 □ ＧビズＩＤの新規取得に伴う依頼（個人事業主から法人に承継した場合等）  

 □ その他  

 

１．引継ぎ元の情報  

 

受付番号 ：R２________  

事業形態 ：□法人  □個人事業主  

ＧビズＩＤ ：  

法人番号 ：  

※個人事業主の場合は空欄で結構です  

商号又は名称 ：  

代表者氏名 ：  

本社所在地 ：  

※都道府県名より記載してください  

 

２．引継ぎ先の情報  

 

事業形態 ：□法人    □個人事業主  

ＧビズＩＤ ：  

法人番号 ：  

商号又は名称 ：  

代表者氏名 ：  

本社所在地 ：  

※都道府県名より記載してください 

 

３．提出書類  

・変更前及び変更後の G ビズ ID の G ビズ ID 側マイページの画面キャプチャ  

・変更前及び変更後の電子申請システムの G ビズ ID 情報の画面キャプチャ 

受付番号： 
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＜参考様式３＞ 

  年  月  日 

 

独立行政法人中小企業基盤整備機構 理事長 殿 

 

 

 補助事業者 住所  

                              氏名 法人にあっては名称  

                                 及び代表者の氏名 

       

 

令和二年度第三次補正中小企業等事業再構築補助金に係る 

社名等変更届出書 

 

 

 

このたび、下記のとおり変更したので届け出ます。 

 

 

記 

 

 

 １．変更事項     社名及び所在地の変更 

 

 ２．変更前      社 名 ○△工業有限会社 

所在地 ○○県○○市○○－○○ 

 

 ３．変更後      社 名 □△工業株式会社 

所在地 △△県△△市△△－△△ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）事前に変更内容について事務局と協議し、変更後ただちに提出してください。 

（注２）履歴事項証明書等の写しを添付していただく場合もございます。 

（注３）事業完了後の補助事業の実施場所、機械装置等の保管場所等、変更内容によって文面を変更してください。 

  

受付番号： 
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＜参考様式４＞ 

補助対象物件受払簿 

 

 

品名：              

 

年 月 日 
単

位 
入庫量 出庫量 在庫量 使用者 責任者 備考 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

 

  

受付番号： 
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＜参考様式５＞ 

［技術導入費支出の場合］（知的財産権等の導入に伴う対個人との契約の場合の記載例） 

 

指 導 契 約 書 

収 入 

印 紙 

 株式会社○○○○（以下「甲」という。）と△△△△（以下「乙」という。）は、次のとおり指導

契約を締結する。 

 

第１条 指導内容 

乙は、甲が導入する、「□□権（技術）について」に関して、甲の補助事業実施場所に出向き、次

の３項目について指導を行うとともに、必要に応じて情報の提供、助言等を行うものとする。 

 １．□□権（技術）の導入方法 

 ２． ・・・ 

 ３． ・・・ 

 

第２条 指導期間 

指導期間は、２０○○年○月○日から２０○○年○月○日までの間とする。 

 

第３条 指導日数及び指導料 

指導日数及び指導料は、次のとおりとし、毎月末日にその月の指導日数に相当する指導料を、甲は

乙の指定する銀行口座に振り込むものとする。 

 １．延べ指導日数         ２０日 

 ２．指導料          金 ４００，０００円（税込み） 

 ３．１日あたりの指導料    金  ２０，０００円（税込み） 

 

第４条 指導報告書 

乙は、甲に対する技術導入の指導内容の概要を報告書として提出する。 

 

第５条 反社会的勢力の排除 

 甲および乙は、自ら（主要な出資者、役員、およびそれに準ずる者を含む。）が暴力団、暴力団

員・準構成員、暴力団関係企業、特殊知能暴力集団の関係者その他公益に反する行為をなす者(以下

「反社会的勢力」という。) ではないこと、過去５年間もそうでなかったことおよび反社会的勢力と

資金提供、便宜供与その他いかなる関係も有しないことを表明し、かつ将来にわたっても反社会的勢

力とのいかなる関係も有しないことを誓約する。 

 

２．注文者および受注者は、自らまたは第三者を利用して、暴力的な要求行為、法的な責任を超えた

不当な要求行為、取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為、風説を流布し、偽計

を用いまたは威力を用いて相手方の信用を毀損し、または相手方の業務を妨害する行為、およびその

他これらに準ずる行為を行わないことを誓約する。 

 

３．注文者または受注者は、相手方について第１項の表明に反することが判明した場合または前２項

の誓約に反した場合、何らの催告を要せず直ちに本契約を解除できるものとする。なお、この解除に

よって生じた損害については、解除当事者は責任を負わないものとする。 

 

４．前項に基づき本契約を解除した場合、解除当事者は、既に発生している金銭債務を除き、本契約

解除後は本契約上の一切の義務を免れるものとする。 

 



 

- 48 - 

第６条 その他 

本契約書に定めのない事項については、相互信頼の原則に基づき、甲、乙協議の上決定するものと

する。 

 

以上の契約を証するため本書２通を作成し、署名捺印のうえ甲、乙、各１通を保管するものとす

る。 

 

    ２０○○年○月○日 

 

                  甲  ○○県○○市○○－○○ 

                     株式会社 ○○○○ 

                        代表取締役 ○○ ○○  ㊞ 

 

                  乙  △△県△△市△△－△△ 

                        △△ △△  ㊞ 

 

※ 大学等に別途契約書の雛形等が有り、そちらを使用しなければならない場合は、事前に事務局担当者へ相談してく

ださい。 

※ 指導報告書は、＜参考様式１１＞専門家業務報告書に倣って作成してください。 
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＜参考様式６＞ 

 

２０  年  月  日 

 

株式会社○○○○ 

代表者 ○○ ○○ 殿 

 

                  補助事業者 住所（郵便番号、本社所在地） 

 

                        氏名（法人にあっては名称、 

及び代表者の氏名）       

 

 

見積書提出のお願い 

（見積依頼書） 

 

 

令和二年度第三次補正中小企業等事業再構築促進補助金に係る発注について、下記の仕様に基

づき見積書を提出してください。 

 

記 

 

１．件 名 

 ※ 令和二年度第三次補正中小企業等事業再構築促進補助金にかかる業務や物件の発注件名を

付して依頼してください。 

 

２．仕 様 

  別紙のとおり。 

 

３．要 件 

 ※ できるだけ条件を詳細に記載してください。 

（１） 

（２） 

（３） 

 

４．提出書類及び部数など、発注内容に応じて詳細に記載すること。 

見積書  １部 （貴社の概要書を添付） 

 

５．提出締切日 

２０  年  月  日 

 

６．提出先 

 

以 上 
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＜参考様式７＞ 

 

２０  年  月  日 

 

独立行政法人中小企業基盤整備機構 理事長 殿 

 

 

                  申請者住所（郵便番号、本社所在地） 

 

                  氏 名（名称、代表者の役職及び氏名）       

 

 

令和二年度第三次補正中小企業等事業再構築促進補助金に係る 

業者選定理由書 

 

 

令和二年度第三次補正中小企業等事業再構築促進補助金の事業実施に当たり、やむを得ない理由 

等により下記のとおり業者を選定いたしましたので業者選定理由書を提出します。 

 

記 

 

１．業務内容 

 （１）費 目 

   （例）機械装置費など 

 

 （２）内 容 

   （例）プラスチックの精密成型、めっき加工など 

 

２．選定業者名 

 （例）Ｈ商会株式会社 

 

３．選定理由 

 （例）当社では、○○新商品開発のため、○○の加工が必要となる。 

    当該企業（Ｈ商会株式会社）の○○の分野に非常に優れており、○○装置の加工技術に

おいて特許権を有しており、当該企業の独占技術である。 

    そのため、当該企業（Ｈ商会株式会社）以外の事業者から調達する方法がないため決定

した。 

 

 

 

以上 

 

 

 

 

 

受付番号： 
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＜参考様式８＞ 

 

２０  年  月  日 

 

株式会社○○○○ 

○○ ○○ 様 

 

                 申請者住所（郵便番号、本社所在地） 

 

                 氏   名（名称、代表者の役職及び氏名）      

 

 

注 文 書 

 

 

いつもお世話になっております。 

２０  年  月  日付お見積りに基づいて下記のとおり注文いたしますので、よろしく 

お願い申し上げます。 

 

 

記 

 

金 額             円（税込み） 

 

品 名 数 量 単 価 合 計 

    

    

    

    

    

    

    

  小 計  

  消費税等  

  合 計  

 

納  期 ２０○○年   月   日 

納品場所  

 

                              担 当  ○○課 ○○○○ 

                               ＴＥＬ 

                               ＦＡＸ 

 

 

※ 機械装置を購入する場合は、購入先からの受注書（納期の明記のあるもの）を求めてください。
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＜参考様式９＞ 

○○○○事業委託契約書 

 

収 入 

印 紙 

 

株式会社○○○○代表取締役○○○○（以下｢甲｣という。）は、△△△株式会社代表取締役△

△△△（以下｢乙｣という。）と○○○○事業について、次の各条項により委託契約を締結する。 

 

（委託業務実施計画書の提出） 

第１条 乙は、別紙（１）の委託業務実施計画書に基づき、２０  年 月 日から２０  年 

月 日までの間に事業を遂行し、甲に報告するものとする。 

 

（契約金額） 

第２条 契約金額は、     円とし、経費内訳については別紙（２）のとおりとする。 

 

（委託業務実施計画書の変更等による契約変更） 

第３条 乙は、第１条に係る委託業務実施計画書に記載された内容の主要部分の変更をするとき

は、あらかじめ甲に様式（１）により委託業務実施計画変更申請書を提出し、その承認を受け

なければならない。ただし、軽微な変更については、この限りではない。 

 

（委託業務の実施） 

第４条 乙は、第１条により承認を受けた委託業務実施計画書及び甲の指示に従って、当該委託

業務を実施しなければならない。 

 

（委託業務完了の報告） 

第５条 乙は、委託業務が完了したときは、完了の翌日から５日又は契約期間の末日（変更した

場合を含む。）のいずれか早い日までに、様式（２）により委託業務完了通知書及び納入物件

を甲に提出しなければならない。 

 

（経費使用明細書の提出） 

第６条 乙は、前条の委託業務の完了の翌日から５日以内に甲の指示する証拠書類の写を添付し

て、委託業務経費使用明細書（以下「経費使用明細書」という。）を甲に提出しなければなら

ない。 

２ 経費使用明細書は、委託業務実施計画書に記載された経費の内訳に基づいて作成するものと

する。 

 

（検 査） 

第７条 甲は、納入物件及び経費使用明細書を受理したときは、納入物件等の内容について速や

かに検査を行い、納入物件の引き渡しを受けるものとする。 

２ 甲は、前項の検査を行うため、その他必要があるときは、乙の事業所等に立入検査を行うこ

とができる。 

 

（機密保持） 

第８条 乙は、この契約の実施によって知り得た事項について、第三者に漏らしてはならない。 
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（権利、義務の譲渡） 

第９条 乙は、この契約によって生ずる一切の権利及び義務を第三者に譲渡してはならない。 

２ 乙は、引き渡す前の物件に質権その他の担保物件を設定してはならない。 

 

（著作権） 

第１０条 乙が、この委託業務により取得した著作権は、甲が承継するものとする。 

 

（契約の変更） 

第１１条 甲は、必要がある場合は、この契約内容を変更することができる。 

２ 前項の場合において、契約金額を変更する必要があるときは、甲乙協議し、これを定めるも

のとする。 

 

（契約金額の確定） 

第１２条 甲は、第７条の検査の結果、委託業務の内容及びこれに付した条件に適合すると認め

たときは、経費明細書に基づいて委託費の額を確定し、乙に通知するものとする。 

２ 前項の確定額は、委託業務に要する経費に係る適正な支出額と契約金額とのいずれか低い額

とする。 

 

（委託費の請求及び支払） 

第１３条 乙は、委託費を請求するときは、甲が前条の規定により委託費の額を確定し、乙に対

して通知した後、甲の指示する証拠書類等の写を添付した支払請求書をもって請求しなければ

ならない。 

２ 甲は、前条の規定により支払請求書を受理した日から起算して３０日以内（以下「約定期

間」という。）に乙に確定した委託費を支払うものとする。 

３ 甲は、乙の支払請求書を受理した後、その内容の全部又は一部が不当であることを発見した

ときは、その事由を明示して、その請求書を乙に返付することができるものとする。この場

合、当該請求書を返付した日から甲が乙の是正した支払請求書を受理した日までの期間は、約

定期間に算入しないものとする。 

 

（概算払） 

第１４条 乙は、前条規定にかかわらず、必要がある場合には、その所要額を計算し、甲に対し

概算払請求をすることができる。 

２ 甲は、前項による乙からの請求が適当であると認めたときは、速やかに支払を行うものとす

る。 

 

（帳簿の記載等） 

第１５条 乙は、委託業務に要した経費について、帳簿を備え支出額を記載し、その出納を明ら

かにしておかなければならない。 

２ 乙は、前項の規定に伴って、その支出内容を証する書類を整理して保管しなければならな

い。 

 

（再委託） 

第１６条 乙は、この契約の全部を第三者に委託してはならない。 

２ 乙は、この契約締結後において、その一部を第三者に委託しようとするときは、あらかじめ

甲の承認を得なければならない。 

３ 乙が、この契約の一部を第三者に委託した場合においても、それによる第三者の行為につい

ては、乙は甲に対し責任を負うものとする。 

 

（支払遅延利息） 
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第１７条 甲が、第１３条第２項に定める約定期間内に委託費の支払をしないときは、天災その

他やむを得ない事由による場合を除き、支払する日までの日数に応じ、その支払金額に対して

年利２．７％の割合で計算した額を遅延利息として支払わなければならない。 

 

 

（違約金） 

第１８条 乙は、天災その他やむを得ない事由によらず、契約期間内に委託業務を履行しないと

きは、契約期間満了の日の翌日から履行の日までの日数に応じ、契約金額に対して年利２．

７％の割合で計算した額を違約金として甲に支払わなければならない。 

 

（不完全履行） 

第１９条 甲は、第７条により検査した納入物件及び経費使用明細書の内容が事実と著しく異な

ることを発見したときは、乙に対し乙の負担で修正させることができる。 

２ 前項の請求権の有効期限は、納入物提出後１年とする。 

 

（反社会勢力の排除） 

第２０条 甲および乙は、自ら（主要な出資者、役員、およびそれに準ずる者を含む。）が暴力

団、暴力団員・準構成員、暴力団関係企業、特殊知能暴力集団の関係者その他公益に反する行

為をなす者(以下「反社会的勢力」という。) ではないこと、過去５年間もそうでなかったこ

とおよび反社会的勢力と資金提供、便宜供与その他いかなる関係も有しないことを表明し、か

つ将来にわたっても反社会的勢力とのいかなる関係も有しないことを誓約する。 

２．注文者および受注者は、自らまたは第三者を利用して、暴力的な要求行為、法的な責任を超

えた不当な要求行為、取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為、風説を流

布し、偽計を用いまたは威力を用いて相手方の信用を毀損し、または相手方の業務を妨害する

行為、およびその他これらに準ずる行為を行わないことを誓約する。 

３．注文者または受注者は、相手方について第１項の表明に反することが判明した場合または前

２項の誓約に反した場合、何らの催告を要せず直ちに本契約を解除できるものとする。なお、

この解除によって生じた損害については、解除当事者は責任を負わないものとする。 

４．前項に基づき本契約を解除した場合、第 18条の定めにかかわらず、解除当事者は、既に発

生している金銭債務を除き、本契約解除後は本契約上の一切の義務を免れるものとし、被解除

当事者は、本契約解除後もなお、第 18条に定める義務を負うものとする。 

 

（甲の解除権） 

第２１条 甲は、次の各号に該当するときは、契約を解除することができる。 

（１）乙の責に帰すべき事由により、契約期間内又は期間後、相当の期間経過後、なお業務を完

了する見込みがないことが明らかに認められるとき。 

（２）前項に掲げる場合のほか、この契約条項に違反したとき。 

（３）乙が、この契約に関して不正又は虚偽の申し立てをしたとき。 

２ 甲は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合は、甲乙協議して定めるものと

する。 

 

（乙の解除権） 

第２２条 乙は、甲がこの契約に定める義務に違反したことにより、この契約の実施が不可能に

なったときは、契約を解除することができる。 

 

（その他） 

第２３条 この契約に定めのない事項については、必要に応じて甲乙協議してこれを定めるもの

とする。 

 

 上記契約の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上各自１通を保有する。 
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 ２０  年  月  日 

 

 

 

               甲  住所 

                  事業者名 

                  代表者役職及び氏名            ㊞ 

 

 

               乙  住所 

                  事業者名 

                  代表者役職及び氏名            ㊞ 
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＜参考様式９の別紙（１）＞ 

委託業務実施計画書 

 

 

１．業務の概要 

 

 

 

２．業務遂行スケジュール 

 

 

 

３．納入物件 
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＜参考様式９の別紙（２）＞ 

経費内訳書 

 

（単位：円） 

経費の区分 積算内訳 金 額 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合   計    
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＜参考様式９の様式（１）＞ 

 

２０  年  月  日 

 

株式会社○○○○ 

代表取締役○○ ○○ 殿 

 

 

                     住 所 

 

                     氏 名 △△△株式会社 

                     代表者役職氏名 代表取締役 △△ △△  ㊞ 

 

 

○○○○事業変更計画承認申請書 

 

 

上記の委託業務について実施計画を変更したいので、契約書第３条の規定により下記のとおり申請

します。 

 

記 

 

１．受託年月日及び金額 

 

２．業務の進捗状況 

 

３．計画変更の内容（理由） 

 

４．計画変更が業務に及ぼす影響 

 

５．計画変更後の経費の配分（新旧対比のこと） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注）中止又は廃止の場合は、中止又は廃止後の措置を含めて、この様式に準じて申請してください。 
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＜参考様式９の様式（２）＞ 

 

２０  年  月  日 

 

株式会社○○○○ 

代表取締役○○ ○○ 殿 

 

 

                     住 所 

 

                     氏 名 △△△株式会社 

                     代表者役職氏名 代表取締役 △△ △△  ㊞ 

 

 

○○○○事業完了通知書 

 

 

上記の委託業務について契約書第５条の規定により下記のとおり通知します。 

 

記 

 

１．受託年月日及び金額 

  ２０  年  月  日 

  金         円 

 

 

２．実施した委託業務の概要 

 

 

 

３．委託業務に要した経費 

  別紙、委託業務経費使用明細書のとおり 

 

 

４．納入物件（成果物） 

  ○○○○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 
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＜参考様式１０＞ 

２０  年  月  日 

 

 

          御中 

 

貴氏名          ㊞ 

 

 

専門家就任承諾書 

 

 

令和二年度第三次補正中小企業等事業再構築促進補助金に係る専門家として就任することを承諾し

ます。 

 

 

自宅（又は勤務先）※ 旅費算出の起点となる方を記載 

 

            住  所：                  

 

            Ｔ Ｅ Ｌ：                  

 

            Ｆ Ａ Ｘ：                  

 

            勤務先名：                  

 

            役 職 名：                  

 

            所 在 地：                  

 

            Ｔ Ｅ Ｌ：                  

 

            Ｆ Ａ Ｘ：                  

 

 

 

 

 

 

 

 

個人情報保護方針 

ご記入いただいたお名前、ご住所等の個人情報は、令和二年度第三次補正中小企業等事業再構築促進補助金に係る

謝金等の支払等一切の諸連絡等を行うために使用いたします。 

なお、（補助事業者名を入力要）では、お預かりした個人情報を適切に管理してまいります。 

※ 独自に個人情報保護方針をお持ちの場合は、その所在等を明記のうえ、個人情報保護に関する取扱いについて記

載してください。 

※ 別途マイナンバーをお知らせいただきますようお願いいたします。 
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＜参考様式１１＞ 

 

専門家業務報告書 

 

専門家 氏名（             ） 

実施年月日   ２０  年  月  日 

実施時間    時  分～  時  分 

調査・指導対象先の概要（資料を添付のこと） 

（名 称） 

（住 所） 

（面談者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査・指導事項と調査・指導の経過概要 

 ＊ 当日の資料を添付してください。 

 ＊ 専門家経費の支出対象日※ごとに作成してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 支出対象日とは、支出対象となる調査・指導の実施日をいいます。 
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 ＜参考様式１２＞ 

  年  月  日 

 

 

                  申請者住所（郵便番号、本社所在地） 

 

                  氏   名（名称、代表者の役職及び氏名）       

 

 

 

海外渡航計画書 

 

渡航内容 

渡航先  

渡航期間  

渡航目的  

渡航者  

 

 

渡航期間 

出発日  出発時間  出発地 
 

帰着日  
帰着時間 

 
 帰着地 

 

 

スケジュール・予定 

日程 訪問先 連絡先 目的・用件等 

～    

    

    

 

受付番号： 



 

 

＜参考様式１３＞ 

【旅費明細書】 

旅費明細書（旅費領収書） 

 

補助事業者の名称 領収者の所属団体等名称 役 職（又 は 職 業） 氏         名 

    殿 

年月日 出発駅 到着駅 宿泊地 

鉄    道    賃 船    賃 

航空賃 

車 賃 日    当 宿 泊 料 

計 路 程 運 賃 特急 

料金 

計 路 程 運 賃 実費額 日 数 定 額 夜 数 定 額 

    km 円 円 円 km 円 円 円 日 円 日 円 円 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

合      計             円 

支 給 額 税  額 差 引 額  上記金額を指定口座にお振込みします。 

 

           ２０  年  月  日 

 

  補助事業者名               ㊞ 

 

 

※領収書の場合は、「補助事業者名」を「氏名」とし、「上

記金額を指定口座にお振込みします。」を「上記の金額を

領収しました。」と記載してください。 

備 

 

 

 

 

考 

｛列 車｝ 

   

 往：通常期 繁忙期 閑散期 

 復：通常期 繁忙期 閑散期 

 

｛航空便｝ 

 往：通常期 多客期 

 復：通常期 多客期 

（注）個人払いについては、謝金支出対象者に旅費を支給する場合は、謝金と旅費の合計額に対して源泉徴収を行ってください。ただし、徴収義務の有無や税率については、所管

の税務署に確認し、指示に従ってください。また、復興特別所得税の徴収にも留意してください。 
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＜参考様式１３＞ 

【旅費明細書】記載例１ 源泉徴収不要  専門家（法人払の場合）経費 

 

旅費明細書（ 法 人 払 ） 

（ 鉄 道 利 用 の 場 合 ）  

補助事業者の名称 領収者の所属団体等名称 役 職（又 は 職 業） 氏         名 

株式会社○○○○ ○ ○ ○ 大学 教   授 全 国 一 郎 殿 

年月日 出発駅 到着駅 宿泊地 

鉄    道    賃 船    賃 

航空賃 

車 賃 日    当 宿 泊 料 

計 路 程 運 賃 特急 

料金 

計 路 程 運 賃 実費額 日 数 定 額 夜 数 定 額 

20.10.4 新大阪 東 京 東 京 552.6km 
8,750

円 
5,700

円 
14,450

円 
km 円 円 円 日 円 1 日 

17,000 
円 

31,450
円 

20.10.5 東 京 新大阪  〃 
8,750

円 
5,700

円 
14,450

円 
        

14,450
円 

                 

    ※特急料金             

    繁忙期 
(＋200

円) 
5,900

円 
          

    閑散期 
(－200

円) 
5,500

円 
          

合      計  
17,500

円 
11,400

円 
28,900

円 
       

17,000
円 

45,900
円 

支 給 額 税  額 差 引 額 

上記金額を指定口座にお振込みします。 
 
           ２０  年  月  日 
 

補助事業者名              ㊞ 

備 
 
 
 
 
考 

｛列 車｝ 

45,900 円 0 円 45,900 円 

 往：通常期 繁忙期 閑散期 
 復：通常期 繁忙期 閑散期 

｛航空便｝ 

 往：通常期 多客期 
 復：通常期 多客期 

（注）  本様式は、使途に従い不要の文字は抹消して使用してください。  
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＜参考様式１３＞ 

【旅費明細書】記載例２ 源泉徴収不要  専門家（法人払の場合）経費 

 

旅費明細書（ 法 人 払 ） 

（ 航 空 賃 支 給 の 場 合 ）  

補助事業者の名称 領収者の所属団体等名称 役 職（又 は 職 業） 氏         名 

株式会社○○○○ ○ ○ ○ 大学 教   授 全 国 一 郎 殿 

年月日 出発駅 到着駅 宿泊地 

鉄    道    賃 船    賃 

航空賃 

車 賃 日    当 宿 泊 料 

計 路 程 運 賃 特急 
料金 

計 路 程 運 賃 実費額 日 数 定 額 夜 数 定 額 

20.10.4 東 京 
新千歳
空港 

 3.1km 160 円 円 160 円 
km 

円 
34,790

円 
490 円 日 円 1 日 

17,000
円 

52,440
円 

 
新千歳
空港 

札 幌 札 幌 46.6km 1,070 円  1,070 円         
1,070

円 

20.10.5 札 幌 
新千歳
空港 

 46.6km 
1,070

円 
 

1,070
円 

        
1,070

円 

 
新千歳
空港 

東 京  3.1km 160 円 
円 

160 円 
 

 
34,790

円 
490 円  東京モノレール  

35,440
円 

        通常期         

     
東京駅～浜松町

ＪＲ 
          

合      計  
2,460 

円 
 2,460 円   

69,580
円 

980 円    
17,000

円 
90,020

円 

支 給 額 税  額 差 引 額 

 上記金額を指定口座にお振込みします。 
 
           ２０  年  月  日 
 
 補助事業者名              ㊞ 

備 
 
 
 
 
考 

｛列 車｝ 

90,020 円 0 円 90,020 円 

往：通常期 繁忙期 閑散期 
復：通常期 繁忙期 閑散期 

｛航空便｝ 

 往：通常期 多客期 
 復：通常期 多客期 

備 考  本様式は、使途に従い不要の文字は抹消して使用してください。  
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＜参考様式１３＞ 

【旅費明細書】記載例３ 源泉徴収必要  専門家経費を支出する場合の旅費 

 

旅費明細書 

（ 鉄 道 利 用 の 場 合 ）  

補助事業者の名称 領収者の所属団体等名称 役 職（又 は 職 業） 氏         名 

株式会社○○○○ ○ ○ ○ 大学 教   授 全 国 一 郎 殿 

年月日 出発駅 到着駅 宿泊地 

鉄    道    賃 船    賃 

航空賃 

車 賃 日    当 宿 泊 料 

計 路 程 運 賃 特急料
金 

計 路 程 運 賃 実費額 日 数 定 額 夜 数 定 額 

20.10.4 新大阪 東 京 東 京 552.6km 
8,750

円 
5,700

円 
14,450

円 
km 円 円 円 日 円 1 日 

17,000
円 

31,450
円 

20.10.5 東 京 新大阪  〃 
8,750

円 
5,700

円 
14,450

円 
        

14,450
円 

                 

    ※特急料金             

    繁忙期 
(＋200

円) 
5,900

円 
          

    閑散期 
(－200

円) 
5,500

円 
          

合      計  
17,500

円 
11,000

円 
28,900

円 
       

17,000
円 

45,900
円 

支 給 額 税  額 差 引 額 

 上記金額を指定口座にお振込みします。 
 
           ２０  年  月  日 
 
 補助事業者名              ㊞ 

備 
 
 
 
 
考 

｛列 車｝ 

(現金支給の場合) 

45,900 円 
 

（切符現物渡し
の場合） 
17,000 円 

※切符領収書添付 
 

 
4,686 円 

(総額の 10.21%
を源泉) 

 
1,735 円 

(宿泊料の 10.21%

を源泉) 
 

 
41,213 円 

 
 

15,265 円 
 

 

 往：通常期 繁忙期 閑散期 
 復：通常期 繁忙期 閑散期 

｛航空便｝ 

 往：通常期 多客期 
 復：通常期 多客期 

（注１）本様式は、使途に従い不要の文字は抹消して使用してください。 
（注２）個人払いについては、謝金支出対象者に旅費を支給する場合は、謝金と旅費の合計額に対して源泉徴収を行ってください。ただし、徴収義務の有無や税率に
ついては、所管の税務署に確認し、指示に従ってください。また、復興特別所得税の徴収にも留意してください。  
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＜参考様式１３＞ 

【旅費明細書】記載例４ 源泉徴収必要  専門家経費を支出する場合の旅費 

 

旅費明細書 

（ 航 空 賃 支 給 の 場 合 ）  

補助事業者の名称 領収者の所属団体等名称 役 職（又 は 職 業） 氏         名 

株式会社○○○○ ○ ○ ○ 大学 教   授 全 国 一 郎 殿 

年月日 出発駅 到着駅 宿泊地 
鉄    道    賃 船    賃 

航空賃 
車 賃 日    当 宿 泊 料 

計 路 程 運 賃 特急料
金 

計 路 程 運 賃 実費額 日 数 定 額 夜 数 定 額 

20.10.4 東 京 
新千歳
空港 

 3.1km 160 円 円 160 円 
km 

円 
34,790

円 
490 円 日 円 1 日 

17,000
円 

52,440
円 

 
新千歳
空港 

札 幌 札 幌 46.6km 
1,070

円 
 

1,070
円 

        
1,070

円 

20.10.5 札 幌 
新千歳
空港 

 46.6km 
1,070

円 
 

1,070
円 

        
1,070

円 

 
新千歳
空港 

東 京  3.1km 
160
円 

円 160 円 
 

 
34,790

円 
490
円 

 東京モノ
レール 

 
35,440

円 

                 

     
東京駅～浜松

町ＪＲ 
 

通常
期 

        

合      計  
2,460

円 
 

2,460
円 

  
69,580

円 
980 円    

17,000
円 

90,020
円 

支 給 額 税  額 差 引 額 

上記金額を指定口座にお振込みします。 
 
           ２０  年  月  日 
 
  補助事業者名              ㊞ 

備 
 
 
 
 
考 

｛列 車｝ 

（現金支給の場

合） 

90,020 円 
（航空券現物渡
しの場合） 
20,440 円 
※航空券領収書及

び搭乗券半券添付 
 

9,191 円 
(総額の 10.21%
を源泉) 

2,086 円 
(切符以外の
10.21%を源泉) 
 

 
80,829 円 

 
 

18,354 円 
 

 

 往：通常期 繁忙期 閑散期 
 復：通常期 繁忙期 閑散期 

｛航空便｝ 

 往：通常期 多客期 
 復：通常期 多客期 

（注１）本様式は、使途に従い不要の場合は抹消して使用してください。 

（注２）個人払いについては、謝金支出対象者に旅費を支給する場合は、謝金と旅費の合計額に対して源泉徴収を行ってください。ただし、徴収義務の有無や税率に

ついては、所管の税務署に確認し、指示に従ってください。また、復興特別所得税の徴収にも留意してください。  
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＜参考様式１４＞ 

２０  年  月  日 

 

 

 

 

 

宿 泊 証 明 書 

 

 

 

                  【宿泊施設名】 

    ㊞ 

 

 

 

下記のとおり宿泊したことを証明いたします。 

 

 

 

記 

 

 

 

           １．宿泊日  ２０  年  月  日（  ） 

 

 

 

           ２．宿泊者   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 （注）宿泊先の領収書に本人の記名がない場合は、この宿泊証明書を提出してください。  
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＜参考様式１５＞ 

【元帳 記入例】 

 

■ 現金出納帳 

  ２０○○年○月○日～○月○日 

月 日 摘   要 収 入 支 出 残 高 

○ △ 普通預金より 1,000  1,000 

○ × 専門家経費 ▽▽▽▽ 茅場町～霞が関  168 832 

 × 専門家経費 ▽▽▽▽（東京～品川）  168 664 

○ □ 普通預金より 5,000  5,6664 

□ △ 運搬費（○○企業→○○ ○○のため）  880 4,784 

      

 

■ 預金出納帳 

  ２０○○年○月○日～○月○日 

月 日 摘   要 預 入 引 出 残 高 

○ □ 本会計より繰入 1,000,000  1,000,000 

 ○ 現金引出  100,000 900,000 

△ △ 専門家経費 ○○大学 教授 ○○○○  50,000 850,000 

 □ 
専門家経費 ○○会社 代表取締役 △△△

△ 
 40,000 810,000 

○ × 専門家経費 ○○会社 部長 □□□□     30,000 780,000 

 △ ○月分源泉徴収預り金支払  9,189 770,811 

△ ○ 現金引出  100,000 670,811 

 □ △月分源泉徴収預り金支払  3,063 667,748 

 × 専門家経費 中小企業診断士 ××××  40,000 627,748 

      

 

■ 預り金 

  ２０○○年○月○日～○月○日 

月 日 摘   要 借 方 貸 方 残 高 

△ △ 専門家経費源泉徴収預り金  5,105 5,105 

 □ 専門家経費源泉徴収預り金  4,084 9,189 

○ × 専門家経費源泉徴収預り金  3,063 12,252 

 △ ○月分源泉徴収預り金支払 9,189  3,063 

△ □ △月分源泉徴収預り金支払 3,063  0 

 × 専門家経費源泉徴収預り金  4,084 4,084 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受付番号： 
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＜参考様式１６＞ 

 

備品管理台帳 
        事業者名：    

        最終更新日：  

          担当者：  

            

No 備品名 型番 購入日 個数 購入金額 管理場所 備考 

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

        

        

受付番号： 



 

 

 

＜参考様式１７＞ 画像データ用台紙 

 

 

＊本事業のポータルサイトより、ダウンロードしてください。 

 

                 建物費 
 
①～②の画像データを添付してください。（複数ページとなっても構いません。）  

           

①建築前（改修前） ②建築後（改修後）       

       

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

管理 No     物件名      

  

             

受付番号    事業者名     
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＜参考様式２０－１＞ 

 

  年  月  日 

 

独立行政法人中小企業基盤整備機構 理事長 殿 

 

 

                  住所（郵便番号、本社所在地） 

 

                  氏   名（名称、代表者の役職及び氏名）       

 

 

報告書 

根抵当権設定義務の免除について 

 

 

  令和二年度第三次補正中小企業等事業再構築促進補助金に関し、  年  月  日付で提出し

た補助対象経費により取得する財産（建物）に係る宣誓・同意書について、金融機関等より根抵当

権を設定する義務を免除していただく旨の同意を得ましたので、報告いたします。 

 

以上 
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＜参考様式２０－２＞ 

 

補助対象経費により取得する建物に係る宣誓・同意書 

 

 年  月  日 

 

独立行政法人中小企業基盤整備機構 理事長 殿 

 

 

 

                        住所（郵便番号、本社所在地） 

 

                   氏名（名称、代表者の役職及び氏名）  

 

 

令和二年度第三次補正中小企業等事業再構築促進補助金に関し、以下の内容を確認の上、誓約及び同 

意します。 

 

各回答項目のいずれかの選択肢より、該当するものにプルダウンでチェックを選択してください。 

 

１． 取得財産の内容  
□ 補助対象経費により取得する財産は建物（新築）である。 

 →以下２．のいずれかを選択してください。 
  

 
□ 補助対象経費により取得する財産は建物（新築）ではない。 

 →以下３．のいずれかを選択してください。 
  

        
       

 
   

  

２． 建物の建設予定地に係る根抵当権設定の有無等  
□ 補助対象経費により取得する建物の建築予定地には、根抵当権は設定されていない。  
□ 補助対象経費により取得する建物の建築予定地は、第三者が所有するものである。  
□ 建物の建築予定地に根抵当権が設定されているが、補助対象経費により取得する建物に 

根抵当権を設定する義務はない。 
  

 
□ 【同意事項】建物の建築予定地に根抵当権が設定されており、補助対象経費により 

取得する建物に根抵当権を設定する義務が生じるが、かかる義務については、 

令和二年度第三次補正中小企業等事業再構築促進補助金交付規程第１７条第１項に 

定める実績報告書の提出までに、金融機関等から免除の同意を得る。  

  

  

  

３． 改修対象となる建物に係る抵当権等の設定有無  
□ 補助対象経費により改修する建物には、抵当権などの担保権は設定されていない。  
□ 補助対象経費により改修する建物は、第三者が所有するものである。  
□ 補助対象経費により改修する建物には、既に抵当権などの担保権が設定されている。                      

注意）補助事業者は、補助対象経費により取得し、又は効用の増加した財産に対し、抵当権などの 

担保権を設定する場合は、設定前に、様式第１１による担保権設定承認申請書の提出の上、 

  承認を受ける必要があります。  
なお、補助対象経費により改修する建物に、既に 抵当権などの担保権が設定されている場合は、  
当該改修部分に抵当権などの担保権の効力が及ぶため、補助事業完了までに様式第１１による  
担保権設定承認申請書を提出の上、承認を受ける必要があります。 

（担保権設定承認申請書は、jGrantsより提出となります。）  
ただし、改修対象となる建物の所有が、第三者である場合は、様式第１１の申請書の提出は 

不要です。 
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＜参考様式２１＞ 

２０  年  月  日 

 

 

独立行政法人中小企業基盤整備機構 理事長 殿 

 

                    申請者住所（郵便番号、本社所在地） 

                    氏 名（名称、代表者の役職及び氏名）       

 

 

取得財産に係る誓約書 

 

 

令和二年度第三次補正中小企業等事業再構築促進補助金に係る、補助事業「○○○（事業計画名）」 

（以下「本事業」という）において補助対象経費により取得し、または効用の増加した財産（以下

「取得財産等」という）については、補助事業実施期間及び処分制限期間中は、本事業のみで使用

し、他の事業用途で一切使用しないことを誓約いたします。 

 

尚、取得財産等のうち、処分を制限する財産を、その期間内において、処分しようとするときは、 

令和二年度第三次補正中小企業等事業再構築促進補助金交付規程第２４条の規定に基づき、定められ

た手続きをいたします。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受付番号： 




